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１．研究背景および目的 

	 海岸を震源とする巨大地震は，津波を伴い沿岸域に甚大な被害をもたらす．2011 年

3 月 11 年に発生した東北地方太平洋沖地震津波では，想定を遥かに超える津波だけで

なく，大量の土砂が流出入したことで，被害がより拡大した．沿岸防災を進める上で，

被害想定の精度向上が求められる．そのためには多くの既往津波の履歴が必要とされる

が，古文書や石碑などの歴史的記録では不十分である．そこで，多くの既往津波を記録

している津波堆積物に注目が集まり，沿岸域を対象に多くの試料が採取され地質学的な

分析が進められている．しかしながら，津波堆積物の形成メカニズムが未解明のため，

現状としては発生の有無の判定と，相対的な規模の推定にとどまっている．また，津波

の数値シミュレーションが進められているが，津波による土砂移動においては輸送量に

課題が残されており，波源推定には至っていない． 

	 本研究では，津波堆積物を用いた波源推定モデルの開発につなげるため，（1）砂の粒

径や外力を変化させた水理実験から津波堆積物形成メカニズムのあきらかにすること，

（2）（1）の水理実験データを用いて土砂移動モデルの課題を抽出すること，（3）津波

堆積物を用いた波源推定の可能性を検討することを目的とした． 

 

２．研究内容および主要な結論 

2-1 粒径および外力変化の影響による津波堆積物形成メカニズム解明のための水理実験 

	 津波堆積物の形成メカニズムを明らかにすることを目的に，2次元造波水槽を用いて，

粒径や外力を変化させた水理実験を実施した．本実験より，粒径および外力がそれぞれ

条件下において，遡上する陸域側の堆積物にどのように影響を及ぼすかが明らかになっ

た．単一砂と混合砂を用いた実験では，単一砂および混合砂の粒径や混合比を変化させ

ても，全体的な堆積砂量はほとんど影響を受けず，波の外力に依存した堆積砂量を示す

ことが明らかになった．しかし，遡上先端付近においては，粒径による輸送力の違いか

ら堆積砂量の減少する割合や粒径ごとの含有率が変化することが確認できた．混合砂に

おいては，戻り流れを考慮しない場合，汀線付近において混合砂の混合比と各粒径の分

布比が一致することが明らかになった．これは，現在の堆積物分析の課題の一つである

堆積当時における砂の供給源の初期条件を解明する手がかりとして，非常に重要な結果



である．複数波を発生させることで砂の供給源が変化するため，堆積砂の到達距離と遡

上先端付近の堆積砂量の顕著な増加が確認できた．しかし，汀線付近の堆積砂量は粒径

に関係なく，同規模・減衰する波ともに最後に到達した波に依存することが確認できた．

さらに，今回の実験結果から堆積物の形成において重要な因子として，津波の規模だけ

でなく周期や構造物も含まれることを示した． 

 

2-2 水理実験データを用いた土砂移動モデルの課題抽出および改良 

	 現在使用されている土砂移動モデルの精度と課題の抽出を目的に，実験データを用い

て数値実験を実施した．1999および 2011モデルにおける数値実験では，各粒径ごとに

流砂の運動方程式の係数を変化させた 2011モデルの方での再現性が高いことが明らか

になった．単一粒径では，中粒径や細粒径においては斜面中腹において高い再現性を示

すことが確認できた．しかしながら，粗粒径の移動量においては斜面中腹における再現

性が過小評価となり，遡上先端付近における波の到達距離および堆積砂量において過大

評価となるなど，土砂移動モデルの再現性には課題が残った．しかし，戻り流れを考慮

した場合であれば現行モデルでも高い精度で再現が可能であることが確認できた．本章

における検証において，現行モデルは中腹付近を対象とした場合であれば，概ね再現性

が確保できることを示した．今後の検討要因として，板倉・岸式による浮遊砂層および

掃流砂層境界付近における浮遊砂濃度の導入による課題解決策を提案した． 

 

2-3 津波堆積物より津波外力を推定するモデルの開発のための数値実験 

  津波堆積物から外力推定するモデル開発のため，模擬地形および模擬津波による堆

積物形成の数値実験を実施した．模擬津波に関する検討では，断層の規模だけでなく，

断層の位置が津波の波高に影響をおよぼすことが確認できた．堆積物を形成させる領域

においては，勾配や構造物の有無などを考慮し設定を行った．その結果，津波の規模に

より堆積物の増加減少の転換点が異なることを明らかにした．これは戻り流れによって

も影響を受けないため，規模の推定には重要な要素である可能性が高いことを示した．

また構造物による影響は，構造物に対してある程度の流速および波高がある状態である

かが堆積相に影響を及ぼすことが確認された．今回の数値実験から明らかになった堆積

物と津波の規模や勾配などの条件との関係は，今後の現地調査の調査値選定や堆積物の

分析においても活用可能であることを示した．  
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1.	 序論 
 
1.1	 研究背景 

	 海溝を震源とする巨大地震は，津波を伴うことで沿岸域に被害をもたらすこ

とが知られており，これらの被害を軽減するために，被害想定をもとに対策が取

られてきた．2011 年 3 月 11 年に発生した東北地方太平洋沖地震津波（以下，
東北津波）では，想定を遥かに超える津波が来襲したことにより，被害の拡大を

招いた． 
	 被害想定の精度をより高くするためには，多くの既往津波の履歴が必要とさ

れるが，古文書や石碑などの歴史的記録では不十分であることが課題とされて

いる．そこで，多くの既往津波を記録している津波堆積物に注目が集まり，沿岸

域を対象に多くの試料が採取され地質学的な分析が進められている．しかしな

がら，現状としては発生の有無の判定と，相対的な規模の推定にとどまってい

る．その原因として，津波堆積物の形成メカニズムが未解明であることが挙げら

れる． 
	 津波堆積物の分析手法として，津波による土砂移動シミュレーションによる

津波堆積物の分析が挙げられる．これらは，土砂による港湾機能や発電施設の取

水口への影響を評価するために非常に有効である．しかし，局所的な地形条件に

より土砂の移動量が過小評価となる課題が残されている．また，陸域への土砂移

動に関する検証は少なく，堆積物を対象とするためには，現在のモデルの改良が

必要である．これらのモデルの改良は，堆積物から定量的な規模の推定を可能と

する津波堆積物分析の新たな手段として期待されている． 
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1.2	 既往研究 
 
1.2.1	 現地調査における津波堆積物に関する研究 
	 既往津波の履歴の把握は，津波防災・減災分野において非常に重要である．こ

れまで主に歴史的記録による研究と地質学的記録による研究によって進められ

てきた．しかしながら，古文書や石碑などによる歴史的記録による分析では，記

録の経年喪失および情報の正確さの判定が困難である．そこで，より長期的でか

つ多くの既往津波の履歴を有する津波堆積物を用いた地質学的記録による研究

が注目されてきた．これらは分析手法の多様化やコアリング手法の発展により

大きな進歩を遂げてきた．津波堆積物による分析は，歴史記録が存在しない地域

でも，堆積条件によって採取が可能である．そのため，長期的かつ広範囲におい

てデータの取得が可能であり，堆積物に含まれる生物遺骸から年代測定を実施

することで発生年代の特定および層厚より相対的な規模の推定するためは，有

効的な手段である．ここでは，津波堆積物による研究に関する既往研究を紹介す

る．なお，紹介する研究の論文概要および課題を表 1-1に示す． 
	 岡村ら（1997，2000，2009）や佃ら（1999）は，コアリング技術の向上を図
りこれまで陸域の津波堆積物が主流であった中，沿岸湖沼の津波堆積物を採取

することを可能とした．陸域の堆積物は気象や生物による化学的かつ人為的な

影響などを受けたもの多かったが，湖沼堆積物は比較的保存状態も良いことか

ら，飛躍的に堆積物分析を進め，高知県糺ケ池および大分県龍神池などの沿岸湖

沼を対象とした調査分析より 3000年間の堆積物から 14層もの津波堆積物を採
取し分析を行っている．これらを用いて津波の規模（断層の破壊領域）にはサイ

クルがあることを明らかにした．  
	 七山ら（2001）は，北海道における津波堆積物の分析において堆積相や古流
向，その堆積過程を特定するために生物化石や粒度組成などから詳細な分析を

行った．また数値シミュレーションを参考にどのように津波が来襲し土砂が移

動したかを堆積物より明らかにした．しかし，これらは定量的な規模波源の推定

などには至っておらず，相対的な規模の推定にとどまっている． 
	 今村ら（2007）は，これまでの歴史文献および津波堆積物の課題を整理し，津
波堆積物は数値シミュレーションによる分析を融合させることでより津波の詳

細なデータを導けることを示唆した．そして，建物およびインフラ被害に関する

水理量である流れや波力など水理実験などによる検証データの収集が必要であ
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る課題を提起している． 
	 藤原ら（2009）は，房総半島の堆積物の分析より，分析手法や多様化し詳細な
データを得られる一方，堆積物を分析する上で地震による隆起沈降などの地形

変動を踏まえる必要性を提起している． 
	 Abe et al. (2012) は，仙台平野における津波堆積物の現地調査より浸水域と
土砂の到達距離の不意一致が見られることなどを報告している．これら東北津

波の被害からこれまで不明確であった津波堆積物の形成に関する分析や研究が

大きく飛躍した． 
	 一方，藤原ら（2017）は，これまでの津波堆積物分析の堆積物境界の不明瞭に
よる誤った規模推定の可能性があることから，より詳細な検証が必要であるこ

とを提起している． 
	 菅原（2017）は，実際の堆積物調査から浸水域や震源パラメータを分析し，今
後のリスク評価に津波堆積物分析をより活かすためには，今後の経年変化や保

存ポテンシャルなど，長期的な調査の必要性を示した． 
	 以上より，コアリングや分析手法の発展から東北津波を契機に飛躍的に津波

堆積物の研究の進歩みられた．しかし，未だ堆積物の形成に関する詳細なデータ

から波源推定には至っておらず，津波堆積物の形成や今後の経年変化など多く

の課題が残っている．  
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表 1-1	 津波堆積物に関する既往研究の概要および課題 
著者 

（発行年） 
論文概要 課題 

岡村ら 
（1997，
2001） 

・高知県糺ヶ池などでの現地調査 
・コアリング試料の採取，および分

析津波堆積物 
・年代測定結果より過去一万年間の

堆積物 
・層厚や構成から繰り返し周期及び

来襲した津波の歴史記録との対比 

・人工改変の有無およ

び堆積環境による影響

を考慮した調査地選定 
・対比には多くの試料

採取が必要 
・対比による相対的な

規模の推定 

岡村ら 
（2009） 

・高知県糺ヶ池の試料分析 
・層厚および構成から津波の規模の

推定 
・規模と周期は密接の関係 

・歴史記録および試料

対比による規模の推定 
・発生確率の提示もよ

り精度を向上させるに

は多くの調査が必要 

佃ら 
（1999） 

・高知県糺ヶ池のコアリング試料分

析 
・年代測定より約千年間に６回分の

津波堆積物の比較 

・人工改変および地殻

変動と堆積速度との関

連 
・規模の推定は歴史記

録との比較 

七山ら 
（2007） 

・北海道春採湖による堆積物採取お

よび分析 
・堆積物より規模や年代測定による

周期推定 
・北海道北西部を波源とする津波推

定 

・堆積環境による影響

を考慮した調査地選定 
・相対的規模の推定 

今村ら 
（2007） 

・数値シミュレーションによる 1771
年の明和津波の再現計算 

・津波地震という現象および津波石

の移動について再現 

・モデル自体を改良す

るための水理データが

必要 
 

藤原ら 
（2009） 

・房総半島の露頭の現地調査 
・津波堆積物の調査で過去の地殻変

・地殻変動による堆積

環境の変動を考慮した
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動と津波の痕跡 
・堆積環境の復元を行った．  

規模の推定が必要 

Abe et al. 
（2012） 

・2011年東北津波の現地調査 
・津波の浸水域と堆積物の分布 

・実際の津波堆積物の

形成過程の解明が必要 

藤原ら 
（2017） 

・これまでの堆積物研究を総括 
・津波堆積物分析の堆積物境界の不

明瞭など課題を提起 

・津波堆積物の形成過

程が未解明 
・地形条件や堆積環境

を踏まえ検討するため

にはより多くのデータ

が必要 

菅原ら 
（2017） 

・これまでの堆積物調査の総括およ

び課題提起 
・浸水域や震源パラメータをリスク

評価に活かすための課題 
・堆積物の経年変化や保存ポテンシ

ャルなど，長期的な調査の必要性 

・堆積物の形成過程だ

けでなく，今後の経年

変化が未解明 
・多くのデータや分析

が必要 
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1.2.2	 数値解析における津波堆積物に関する研究 
	 津波堆積物を研究する上では調査地選定が重要となる．津波堆積物を採取し

調査するためには，堆積した堆積物が人工改変や環境的要因による撹乱を受け

ずに保存されている条件を満たさなければならない．陸域では採取が比較的容

易ではあるが，多くの沿岸の平地は生活圏として活用されており人工改変や環

境的要因による撹乱による堆積物の喪失が多く見られる．比較的保存が良いと

される湖沼堆積物も，調査地となりうる条件を満たす湖沼の絶対数が少ないこ

とが課題として挙げられる．また，調査地選定において過去の浸水域を古文書な

どの歴史的記録だけでは不十分である．さらに，沿岸域の津波防災・減災分野に

おいては，津波によって大量の土砂が流入することにより港湾機能への影響や

洗掘による堤防など構造物への影響，また大量の海砂による塩害だけでなく，土

砂が流入することで，その後の復興の遅れにつながることが懸念されている．そ

のため，土砂移動の数値シミュレーションによって土砂の移動や地形変化を予

測する研究が進められてきた．ここでは，数値解析における津波堆積物に関する

既往研究を紹介する．なお，紹介する研究の論文概要および課題を表 1-2 に示
す． 
	 高橋ら（1999）は，津波などの非平衡な流れの中で，異なる移動形態を示す掃
流砂層と浮遊砂層を分離して扱う土砂移動モデルを提案した．このモデルに必

要となる掃流砂量式および掃流砂層と浮遊砂層間の交換砂量式は，水理実験を

用いて津波を模した段波を発生させ，流速とシールズ数の関係および流速と交

換砂量の関係を明らかにすることで求められた．このモデルは，1960年に気仙
沼湾に来襲したチリ津波に適用され，これまでのモデルに比べて再現性が向上

したことが確認できた．しかし，地形条件によっては土砂の移動量に過小評価と

なる課題を残している． 
	 高橋ら（2011）は，高橋ら（1999）における土砂移動モデルの流砂の運動方
程式の係数に着目し，土砂移動の水理実験を実施している．水理実験では 3 種
類の粒径砂を使用し水理データの分析を行っている．実験の結果より，流砂の運

動方程式において各粒径ごとに異なる係数を提案し，モデルの向上を行った．し

かし，使用された 3 種類以外の粒径の砂による係数の検討や，より実現象に近
い混合砂などによる検証は実施されていない． 
	 森下ら（2014）は，1999モデルの土砂移動への影響が大きいとされる支配的
因子の抽出とモデルの改良を行っている．支配的因子として，無次元掃流力，流
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砂量式係数，飽和浮遊砂濃度，沈降速度，底面勾配の５つを挙げて改良を行って

いる．また，再現性向上の確認のため東北津波のデータを用いて気仙沼湾におい

て適応した．しかし，改善は見られたものの過小評価となる課題は残っている． 
	 Jaffe, B. et al. (2016) は，これまでのさまざまなシミュレーションの長所や課
題をあげた上で，シミュレーションの向上には水理実験などによる定量的なデ

ータの必要性を提起している． 
	 以上より津波土砂移動モデルの発展により津波だけでなく土砂を考慮した現

象の再現ができるようになった．さまざまな改良や検証によりその適用範囲の

拡大や精度も向上してきている．しかし，より実現象に近づけるため，また陸域

の堆積物への適用に繋げるためには，混合砂や地形的条件など様々な条件にお

いて検証が必要であり，そのためには様々な条件による水理実験の実施や，多く

の定量的なデータが必要不可欠である． 
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表 1-2	 数値解析における津波堆積物に関する既往研究の概要および課題 
著者 

（発行年） 
論文概要 課題 

高橋ら 
（1999） 

・掃流砂層と浮遊砂層を分離し

て扱う土砂移動モデルを提案 
・1960年に気仙沼湾に来襲した
チリ津波に適用 

・地形的な影響により土砂の

移動量が過小評価 
・他の粒径および混合砂での

検証はせず，単一粒径のみ

の実施 

高橋ら 
（2011） 

・水理実験を実施 
・高橋ら（1999）の土砂移動モ
デルの流砂の運動方程式の係

数を提案 

・使用された 3種類以外の粒
径の砂による係数の検討

や，より実現象に近い混合

砂は未検証 

森下ら 
（2014） 

・1999モデルの土砂移動の支配
的因子を抽出とモデルの改良 
・東北津波のデータによる再現

計算 

・改善は見られたが，以前土

砂の移動量が過小評価 

Jaffe, B. 
et al. 
(2016) 

・現在のシミュレーションの長

所や課題の提起 
・シミュレーションの向上には

水理実験などによる定量的な

データの必要性を提起 

・水理実験などによる定量的

なデータの不足 
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1.2.3	 津波による土砂移動水理実験に関する研究 
	 ここでは，津波による土砂移動水理実験に関する既往研究を紹介する．なお，

紹介する研究の論文概要および課題を表 1-3に示す． 
	 長谷川ら（2001）は水路を用いて，津波堆積物形成の再現を試み，津波遡上に
伴う土砂移動および堆積過程の解明を明らかにしようと様々な波の条件による

堆積物を形成させる水理実験を行っている．その結果，水理実験においても津波

同様のくさび形の特徴的な堆積相を示すことを確認した． 
	 菅原ら（2003）は，津波による一様斜面での土砂と津波石の移動に関する水
理実験を実施している．斜面下部に砂床区間を設けた長谷川ら(2001)とは異な
り，菅原ら(2003)は，段波の先端部に砂を投下し，浮遊砂状態を作り出し斜面上
に堆積する堆積砂の分布を調べている．また，押し波だけでなく引き波による効

果についても検討している．結果，津波堆積物の特徴的なくさび形の堆積砂相が

確認された．さらに，引き波では，堆積物が斜面下部に集中して堆積することが

確認されている． 
  原田ら（2011）は，水路を用いた一様斜面に津波段波を発生させ土砂を堆積
させる水理実験を実施している．この実験では粒径の異なる３種類の砂を使用

し段波によって斜面上に形成される堆積砂の分布を計測している．また，移動床

の初期位置を海域から陸域にかけて異なる配置３ケースによる堆積砂の分布の

変化についても検討している．これらの実験から粒径により分布の形態が異な

ることが明らかになった．また移動床の初期位置を陸域側に設置した場合の方

が堆積砂量が優位を示すことを明らかにしている．  
	 今井ら（2015）では，湖沼などの沿岸地形における津波の水理特性を調べる
固定床実験を実施している．この実験より，津波が湖沼部など特殊な地形に突入

する場合，これまでの一様斜面のケースよりも顕著な跳水現象や段波がといっ

た複雑な流況が確認された．この研究により，湖沼などの特殊な地形における津

波堆積物形成過程を考察する上で重要な知見を得ることができた． 
	 原田ら（2017）は，2次元造波水槽において，単一粒径の土砂移動に関する実
験を実施している．また，これまでの長谷川ら（2001）および原田ら（2011）
は陸域を想定した遡上斜面の勾配を 1/20していたが，砂の粒径だけでなく遡上
斜面の勾配や外力の変化による影響を検討している．これらの実験においても

長谷川ら（2001）でも見られた津波堆積物同様のくさび形の堆積物が形成され
ること，外力や粒径によって異なる堆積相を示すことを明らかにした．しかし，
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これらの実験においても混合砂や構造物など実際の津波堆積物の形成に関する

重要な要素についての検証は行われていない． 
	 以上より，様々な外力や砂による水理実験が実施され多くの水理データが取

得されてきた．しかし，堆積物に影響を及ぼす因子が多いこと，また実現象に近

づけるためには単純な条件の実験以外にも複雑な条件についての検討がひつよ

うであり，地形や混合砂などを用いた検証は必要不可欠である． 
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表 1-3	 津波による土砂移動水理実験に関する既往研究の概要および課題 
著者 

（発行年） 
論文概要 課題 

長谷川ら 
(2001) 

・水理実験によって津波堆積

物形成の再現 
・津波遡上に伴う土砂移動お

よび堆積過程の検討 

・他の粒径の砂は未検証 

菅原ら 
(2003) 

・津波による一様斜面での土

砂と津波石の移動に関する

水理実験 
・押し波だけでなく引き波に

よる効果の検討 

・混合砂については未検討 
・自然の押し引きのみで構造

物などによる反射波につい

ては未検討 

原田ら 
(2011) 

・一様斜面における津波段波

の水理実験 
・3種類の粒径の砂および砂
床区間の位置の影響につい

ても検討 

・混合砂については未検討 
 

今井ら 
(2015) 

・固定床のみの水理実験 
・湖沼などの沿岸地形におけ

る津波の水理特性の検証 

・固定床実験のため，土砂を

用いたケースは未検討 

原田ら 
（2017） 

・2次元造波水槽における水
理実験 

・単一粒径の土砂移動に関す

る実験 
・勾配や段波波高による影響

の検討 

・混合砂や構造物など実際の

津波堆積物の形成に関する

重要な要素は未検討 
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1.2.4	 波源推定モデルに関する既往研究 
	 過去の津波の規模や津波発生時の即時予測のために，津波波源推定に関する

研究が進められている．ここでは，波源推定モデルに関する既往研究を紹介す

る．なお，紹介する研究の論文概要および課題を表 1-4に示す． 
	 Satake（1987）は，観測データを用いて津波の断層などのパラメータを推定す
る津波インバージョンという手法を提案しており，観測データ（波形）と波源と

の関係を定式化した．この手法では，断層を小さいセグメントに分割した断層モ

デルを仮定し断層上のすべり分布を推定している．これらの一つひとつの断層

あたりのすべり量を変化させることにより変位量を算出し，それらを元データ

として数値シミュレーションによって津波波形のデータを取得している．実際

の観測データは，シミュレーションによって得られた津波波形の重ね合わせで

あり，観測データからその重みを抽出する．ここでの重みは波源から測定点のま

での地殻変動と津波伝播（グリーン関数）は線形であると仮定しており，波源断

層のすべり量分布と一致させている．  
	 安田ら（2006）は，GPS波浪計における津波水位の時系列変動を用いたグリ
ーン関数重ね合わせ法によるリアルタイム津波波源域推定法を提案している．

この研究では単純な仮想波源を対象で四国沿岸や大阪湾において津波到達波高

において精度の良い結果が得られている．しかし，南海地震のような波源域が広

域となる場合は，ある程度長時間の観測データを要することが課題としてあげ

られた． 
	 Tsushima et al.（2009）は，検潮所や海底圧力計の測定データを用いて逆解析
を行い波源推定を実施する tFISH(tsunami Forecasting based on Inversion for 
initial sea-Surface Height)を提案した．これは沖合の観測点における観測データ
の初期水位の分布から逆解析を行い波源を推定する．これらは，時系列データを

元に更新することが可能であり，予測精度の向上へと繋がった． 
	 高川ら（2012）では，沖合に設置された GPS波浪計の観測データから波源推
定する逆解析手法を発展させた．波源推定に用いいる破壊伝播速度や時間的・空

間的平滑化係数などのモデルを規定するハイパーパラメータの検討を行ってお

り，波源の時間発展の考慮や観測データから地盤変動成分を補正が可能となっ

たことから，波源推定の精度の向上に繋がった． 
	 藤ら（2013）では，海洋レーダによる津波の海面変動から得られる卓越周期
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と流速場を観測データとしインバージョンを行うことで，沿岸域の津波初期水

位推定だけでなく，津波波源推定の向上につながる手法を提案している． 
	 津波波源の推定は，これら測定機器による観測データを用いたものだけでな

く，歴史的記録に基づく浸水域や堆積物の分布，被害状況などのデータを使用し

たものがある． 
	 菅原ら（2011）では，貞観津波を対象に津波像の復元のため歴史的記録や堆
積物分布や浸水域などのデータから，数値シミュレーションを用いて波源モデ

ル（断層パラメータ）の推定を行っている．これらより，潮位に対して浸水域の

変化は波源域によって大きく影響されることが確認されている．  
	 以上より，観測データを用いた波源推定モデルの発展により，過去の津波波源

の復元や即時予測の技術は大きく進展した．しかし，観測データが取得できてい

ない年代また，その観測精度によって過去の波源推定には限界があるため，観測

データ以外による波源推定手法は必要不可欠である． 
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表 1-4	 波源推定モデルに関する既往研究の概要と課題 

著者 
（発行年） 

論文概要 課題 

Satake 
(1987) 

・水位観測データを用いて津波の断

層などのパラメータを推定 
・津波インバージョンという手法を

提案 

・観測データのため，

観測記録のない過去の

津波には適用不可 

安田ら 
(2006) 

・GPS波浪計における津波水位の
時系列変動を使用 

・グリーン関数重ね合わせ法による

リアルタイム津波波源域推定法

を提案 

・観測データのため，

観測記録のない過去の

津波には適用不可 
・断層によっては長時

間の観測データを要す

る 
Tsushima  

et al. 
(2009) 

・検潮所や海底圧力計の測定データ

を用いて逆解析 
・波源推定を実施する

tFISH(tsunami Forecasting based 
on Inversion for initial sea-
Surface Height)を提案 

・観測データのため，

観測記録のない過去の

津波には適用不可 

高川ら 
(2012) 

・沖合に設置された GPS波浪計の
観測データ 

・波源推定する逆解析手法を発展 
・波源の時間発展の考慮や観測デー

タから地盤変動成分を補正が可

能 

・観測データのため，

観測記録のない過去の

津波には適用不可 

藤ら 
(2013) 

・海洋レーダーによる津波の海面変

動による卓越周期と流速場を観

測データ 
・インバージョンによる沿岸域の津

波初期水位推定 
・津波波源推定手法の提案した． 

・観測データのため，

過去の津波には適用不

可 
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菅原ら 
(2011) 

・貞観津波を対象 
・歴史的記録や堆積物分布や浸水域

などのデータ 
・数値シミュレーションを用いて波

源モデル（断層パラメータ）の推

定 

・堆積物の堆積環境や

形成過程および経年変

化が未解明 
・実際の津波と数値計

算内での底面摩擦の取

り扱いについて検討が

必要 
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1.3	 研究の目的 

	 本研究における目的は以下の３点である． 
（１）砂の粒径や外力を変化させた水理実験から津波堆積物形成メカニズムを

明らかにする． 
（２）（１）の水理実験データを用いて土砂移動モデルの課題を抽出する． 
（３）津波堆積物を用いた津波波源推定の可能性を検討する． 

 
1.4	 研究の流れ 
	 本研究の構成および流れを図 1−1に示す． 
	 第 1章では，研究背景，本研究の目的，本研究の流れを示した． 
	 第２章では，粒径および外力変化の影響による津波堆積物形成メカニズムを

解明するために水理実験を実施した．実験条件では砂の粒径や混合比，波の波高

や波数，周期，構造物を模した遮水壁の設置の有無などを設定した．固定床実験

における水理データの結果および移動床実験の各条件における堆積砂の分布か

ら，粒径や外力による堆積砂への影響を検討した． 
	 第３章では，第２章における水理実験データを用いて，現行の土砂移動モデル

による再現計算を実施した．また，計算条件は実験の粒径条件に適応するパラメ

ータを設定し検討した．計算結果と実験結果の対比から，現行モデルの再現性の

確認と課題の抽出を実施した． 
	 第４章では，津波堆積物から津波外力を推定するモデルの開発のため，模擬津

波と模擬地形における陸域津波堆積物のための数値実験を実施する．そのため

に，模擬津波による陸域への津波堆積物形成のパラメータの設定をした．また，

逆解析より堆積物から波源推定を推定し，再現性およびモデルの課題抽出を実

施した． 
	 第５章では，本研究における結論を示す． 
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図 1−1	 本研究の構成および流れ	
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2.	  粒径および外力変化の影響による津波堆積物の形成メカニズム解明のため

の水理実験 
 
2.1	 緒言 

  東北津波では，想定を遥かに超える津波の来襲により，沿岸域は甚大な被害を
受けた．これらの要因として，予想されていたよりも遥かに大きく海底の断層が

破壊されたことが挙げられる．これまでの津波防災において，過去の被害記録か

ら波源の検討がされてきたが，定量的なデータに基づいたものは少なく，数千年

サイクルで発生する巨大地震に伴う津波を検討するには不十分である．今後，沿

岸防災のためにも，被害想定にはより高い精度が求められている． 
	 津波堆積物は，長期的かつ多くの津波の履歴を記録しているだけでなく，多く

の既往津波に関するデータを含んでいるとされ，組成や粒度分析およびナノプ

ランクトンや植物遺骸などの分析が進められてきている．これらの研究では，堆

積物と歴史記録を比較することで来襲した規模と相違ないか判断されることが

多い．しかしながら，防災・減災の分野において必要とされるのは，津波堆積物

から津波の波高などの外力だけでなく波源の情報であり，相対的な規模の推定

にとどまる現在の津波堆積物分析では課題が残る．その原因として，津波堆積物

の形成メカニズムが未解明であることが挙げられる． 
	 これまで長谷川ら（2001）や原田ら（2011，2017）など津波による土砂移動
実験が実施されてきている．津波を模した段波により陸域側の土砂の分布から

遡上先端付近でくさび形の特徴的な堆積相を示すことが確認されている．この

堆積砂相は現地調査でも確認できれている．原田ら（2011）では，粒径の異なる
単一粒径砂を用いた場合，粒径によって先端におけるくさび形の堆積相の形成

する角度や分布に違いがあることも明らかになってきている．しかしながら，陸

域の堆積分布に影響を及ぼす因子は，粒径だけではない．段波そのものの外力変

化や陸側の環境（斜面勾配や構造物）などが様々である．原田ら（2011）では，
移動床区間を海岸から陸域へと異なる３地点において実施，また原田ら(2017)
では遡上斜面の勾配や波の外力を変えるだけで遡上域の堆積分布が異なること

が確認できている．このことからも，堆積物の形成メカニズムを明らかにするた

めには，様々な条件における定量的な基礎データが必要不可欠である．また，実

現象に近づけるためには単純な条件設定におけるデータだけでなく，複雑な条

件における検証も必要となる．これまでの既往研究では単一粒径砂における検
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討が多いことからも，混合砂における検討も実際の堆積物との対比を行う上で

は重要である． 
	 そこで，本章では 2 次元造波水槽を用いて砂の粒径および波の外力を変化さ
せた水理実験を実施し，津波堆積物の形成メカニズムを明らかにする．また，混

合砂，波数・周期や構造物による影響についても検討し，その結果を示す． 
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2.2 津波堆積物形成メカニズムを明らかにするための水理実験 
 
2.2.1	 水理実験概要 
	 水理実験は，各外力条件での流況を調べるための固定床実験と堆積砂を調べ

るための移動床実験で構成されている．移動床実験において，実際の津波との相

似則は，土砂移動量についてはシールズ数，砂の移動形態（掃流砂・浮遊砂）に

ついては砂の沈降速度と流速の鉛直方向成分の比を一致させている．高橋ら

（1991）では，宮城県気仙沼湾での 1960年チリ津波によるシールズ数が局所的
には 40を超えていることを明らかにしている．本研究で使用する最も粗粒径の
砂におけるシールズ数は 4.0となっている． 
	 実験装置は，上流側に容量 3㎥の貯水タンクを設置した，幅 0.5m，全長 24m
の水路からなる 2次元造波水槽を使用した（図 2-1）．水路は上流側から水平部，
河床部，斜面部（1/40勾配）で構成され，水平部の初期水深は，0.1mとし，貯
水タンクのゲート急開により津波を模した段波を発生させた．斜面部には不透

水性加工を施し，表面にサンドペーパー（三共理科株式会社，#80）を敷いて粗
度を付けた．なお，固定床実験では砂床部に斜面部と同質の加工を施した 1/20
勾配の板をはめ込んで設置した． 
	 段波によって斜面上に運ばれる堆積砂の捕捉には，長谷川ら（2001）および
原田ら(2011，2017)でも使用されているサンドキャッチャーを採用した（図 2-
2）．サンドキャッチャーとは，木枠（あるいはステンレス枠）をステンレスの板
で等間隔(0.2m×0.2m)に区切ったものである．図 2-1 で示すように水路上方よ
り斜面上に投下することによって，堆積物の流出入を防ぎ，かつ等間隔等面積の

堆積物を捕捉可能とする器具である．捕捉のタイミングは，波が遡上先端に到達

した時点と戻り流れが引ききった直後の 2 種類を設定した．投下位置は斜面中
央線に沿って汀線から遡上先端までとした． 0.04m2 ごとに採取した堆積物は，
乾 燥 重 量 の 測 定 を 行 っ た ． 混 合 砂 に お い て は 3 つ の 粒 径

(d ≥ 0.425mm, 0.212mm < d < 0.425mm, d ≤ 0.212mm)において乾燥後ふるい
分け試験を実施した． 
	 水位および流速の測定には超音波波高計(OMRON 社製)および電磁流速計
(KENEK社製)とプロペラ流速計（中村製作所製）を使用した．固定床実験では
流速を把握するため，詳細に水位と流速の測定を実施した．電磁流速計はゲート

から 1.0m と 5.0m（砂床部中央）の２点，プロペラ流速計は汀線および汀線か
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ら 20m地点まで 8点にて測定を行っている．ただし，後述する斜面中腹に遮水
壁を設置した場合のみ，予備実験の結果堆積砂量が著しく変化する地点を抽出

し，設置場所の選定を行った．超音波波高計は各流速計の全測定点で測定を行っ

ている．各測定機器は水路中央線に沿って測定を行った．プロペラ流速計は斜面

における底面流速を測定するために，底面から 1.0cm 上方に設置した．移動床
実験では，ゲートから 1.0mと砂床部中央および汀線において水位と流速の測定
を行い，濁度計を汀線付近の斜面上（ゲートから 6.0, 6.2, 7.0, 7.8m）に設置し
た．図 2-3(a)に固定床実験における，それぞれの条件の水位および流速計の設
置箇所，図 2-3(b)に移動床実験における濁度計の設置箇所を示す．なお，移動
床実験でも固定床同様ゲートから 1.0m地点と砂床部中央，汀線で水位および流
速を測定している． 
	 全ケース３回ずつ実施して再現性の確認を行った．また，汀線からの遡上距離

の測定と土砂の挙動を確認するため，図 2-4 で示す砂床部側方斜面側方と斜面
上端の 3地点よりビデオ撮影を行った． 
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図 2-2	 サンドキャッチャー 
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図 2-3	 各測定器設置箇所 
(b) 濁度計設置箇所 

(a) 水位および流速計の設置箇所 

図 2-4	 ビデオカメラ設置箇所 
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2.2.2	 移動床実験における砂の粒径と種類 
	 原田ら（2017）では，単一粒径における外力と堆積砂量の関係を検討してい
る．各粒径における特性を把握するためには単一粒径における検討は重要であ

るが，実際の海底や浜堤を形成する砂質は様々な粒径が混ざりあった混合砂で

形成されている．そこで本研究では，原田ら（2017）で検討された単一粒径に加
えて，より実現象に近い混合砂においても検討を行った． 
	 砂床部に設置する砂は，３種類の単一砂(Uniform sand)と混合比を変えた３
種類の混合砂(Mixed sand)を使用した．単一砂には丸藤商店７号珪砂，トーヨー
マテラン６号珪砂，丸藤商店５号珪砂を採用した．それぞれの砂は，ふるい分け

を実施した結果を用いて作成した粒度加積曲線を図 2-5(a)〜(c)に示す．これら
の結果より，中央粒径 (𝑑$%	; 	𝑚𝑚)が大きいものから順に U1(0.560mm), 
U2(0.279mm), U3(0.189mm)とした.混合砂の混合比(U1:U2:U3)は，それぞれ 
M1(4:4:2)，M2(2:5:6)，M3(2:6:2)の比率で混合した作成した．これらの混合砂
をふるい分け試験を実施した結果を，図 2-6(a)〜(c)の粒度加積曲線で示す． 
	 水平部および砂床部には初期水位 0.1mで完全水没させた状態であり，砂は水
中落下方式により挿入した． 
	 なお，砂の条件と以下の外力条件における実施ケースは表 2-1(a)〜(c)に示す．
(a)は固定床実験における実施ケース，(b)および(c)は移動床実験における実施
ケースを示す． 
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図 2-5	 各粒径砂の粒度加積曲線 

(a) U1 

(b) U2 

(c) U3 
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図 2-6	 各混合砂の粒度加積曲線 

(a) M1 

(b) M2 

(c) M3 
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表 2-1	 実験ケースおよび条件 
(a) 固定床実験 

(b) 移動床実験(段波波高 19cm) 



 

 29 

 

 

 
 

�#&'�
�

����$�

�(�"%�)".�
17���$$2
1�����6�	�

Number
of	wave

Typeof	
wave

��*+(%
�#&-

���#��*"&%
-�##

��,�
'�("&�

��
�
��

�� �����

3 0

0 0

�&% 

�� ���
�

�	 �����

�� 
���
����

�� ��������	

�	 ���������

�� �����

�

��$�

�� ���
�

�	 �����

�� 
���
����

�� ��������	

�	 ���������

�� �����

	
�	 �����

�� �����

� ���(��)�
�	 �����

�� �����

3 0

/

��(� &��)#&'�
1���

�� ���
�

�	 �����

�� 
���
����

�� ��������	

�	 ���������

�� �����

4 ��$�

�� ���
�

�	 �����

�� 
���
����

�� ��������	

�	 ���������

�� �����

3 0
���( *!��*&'�
&��)#&'�
1���

�� ���
�

�	 �����

�� 
���
����

4

��$�

�� ��������	

�	 ���������

�� �����

5 0 Short
�	 �����

(c) 移動床実験(段波波高 25cm) 



 

 30 

2.2.3	 波の外力条件の設定 
	 段波波高 H(cm)は，予備実験により 1/40 勾配の斜面を越流しない高さを検
討し設定した．また，波の大きさによる影響を検討するため水路の初期水深 0.1 
mから貯水タンク内の水位差で 25 cmと 19 cmの２種類を実施した． 
	 これまでの既往研究では，単一波による検討が主流となっているが，東北津波

でも観測されたように，実際の津波は複数回押し引きを繰り返し沿岸域に来襲

することが確認されている．そのため，段波は単一波だけでなく複数波（2 波，
3波）の条件においても実施した．なお，複数波の場合は，それぞれの波の規模
が同規模あるいは減衰していく条件の 2種類を設定した． 
	 また，今井ら(2015)による東北津波における現地調査と数値解析から実際の
津波の押し引きの波により土砂が堆積だけでなく大きく洗掘され土砂が持ち去

られる地域があることが明らかになっている．本研究では，地形や津波の押し引

きにより堆積物にどのような影響が出るのか検討するため，斜面を遡上した波

による戻りが流れの有無の 2 種類を実施した．条件として，完全浸透および低
平地氾濫を想定した戻り流れなしの条件と押し引きの波の影響を考慮した戻り

流れありの条件（短周期・遮水壁のケースのみ）を設定した． 
	 さらに，津波は波浪に比べると遥かに長周期の波であることから被害が拡大

することで知られている．周期は断層の変位によって大きく影響されることか

ら，波高が同じでも僅かな周期の違いで堆積砂が影響を受けるかの検討が必要

である．本研究では実験用水槽の貯水タンクの長さを最大に使用したケースと

貯水タンクを 1/3 に仕切った短周期波についても検討した．設置位置は，図 2-
1に示す． 
	 戻り流れありの条件（短周期・遮水壁のケースのみ）では，斜面上の波が完全

に引ききった後にサンドキャッチャーを投下し，堆積砂の堆積状況を調べる必

要がある．予備実験の結果，本研究で使用した実験用水槽では段波発生後，上流

の貯水タンク側より第 2 波が生成されることが確認できた．第 2 波は，しばら
くは斜面からの戻り流れの勢いで水平部から砂床部において跳水状態で停滞す

るが，戻り流れの勢いが弱まると斜面上を遡上し，前波で斜面上に形成された堆

積物を乱す要因となる．そのため，第 2波の生成を抑制するために段波発生後，
貯水タンク側の水位上昇の発生を防ぐ必要がある．図 2-7(a)で示すように，段
波発生後貯水タンク側に排水ポンプを挿入して排水を行うことで，第 2 波によ
る水路上における跳水の軽減と到達を遅らせた．また，図 2-7(b)で示すように，
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砂床区間および汀線の 2 箇所において止水板を使用し，第 2 波の斜面上への再
遡上を防止した． 
	 なお，複数波実施する際は，第 2波の斜面上への再遡上を防止後，再度貯水タ
ンクから汀線までの状況を初期状態に戻し実施した． 
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図 2-7	 第 2波対策器具設置箇所 
(b)	 止水板設置箇所 

(a)	 排水ポンプ設置箇所 
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2.2.4	 斜面上の遮水壁の設置 
	 実際の津波の遡上は，地形や構造物の影響を大きく受ける．高井ら(2013)でも
東北津波の現地調査において，地形による流況への影響が砂の堆積量（砂層厚）

が増加した可能性について指摘している．特に沿岸域は，平坦な地形だけでな

く，崖や盛土および堤防など標高が急変し津波の遡上を妨げる構造物や地形が

多く存在している． 
	 本研究では，障害物のない自由な遡上だけでなく，地形や建造物により遡上が

制限をうける場合の堆積砂を調べるため，斜面上に遮水壁を設置する条件を設

定した．その際，障害物の位置と遡上波の関係が堆積砂に与える影響と，図2-1
で示したように遮水壁の設置位置における違いを検討するために，斜面中腹(以
下，グラフおよび表にて(W1))と遡上先端付近(以下，グラフおよび表にて(W2))
に設置した．なお，遮水壁は遡上してくる段波が越流しない高さで設定されてお

り，遮水壁において完全に反射されるように設置した． 
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2.3	 実験結果および考察 
 
2.3.1	 各種測定器における測定結果 
(1) 固定床における水位および流速の測定結果 
	 図 2-8(a)(b)に段波波高 25cmおよび 19cmにおける水位・流速の時系列を示
す.ゲート付近から訂正付近において，段波到達時に急激な水位と流速の増大が
見られるが，遡上域においては比較的緩やかな変化になっていた．段波波高が

19cmの場合は水位・流速の変化は，段波波高が 25cmの場合と比べ小さくなる
が，25cmの場合と同様の変動が見られた．遡上波が遡上先端付近に到着する頃
には，斜面中腹から汀線付近では流速が負の値になっていることから斜面上で

は戻り流れが発生していること考えられる．特に汀線付近における戻り流によ

る流速は，第 2波が到達するまでの間，大きな負の値を示している．また，ゲー
ト付近の水位が段波第 1 波目の発生後，急激に下がり，激しい乱れが発生して
いることが確認できた．28 秒過ぎから再び水位が急上昇し，流速が正になって
いることから，この時点で第 2波が発生していることが確認できた． 
	 図 2-9 に短周期における水位・流速の時系列を示す．段波の発生後の水位と
流速の急激な変動が見られるが，その後急速に低下することが確認できた．ま

た，戻り流れが発生し始めてもゲート付近の水位の顕著な上昇が見られないこ

とからも，短周期波のケースでは第 2波の形成が確認できなかった．これは，初
期状態で貯水タンクの容量が 1/3 となっているため，排水の効果により第 2 波
が生成されるほどの水位差が発生しなかったためと考えられる．なお，貯水タン

クの容量を 1/3に制限しない場合（長周期）と制限した場合（短周期）における
周期 T(s)の違いは，水位および流速の結果より，前者は 44(s)，後者は 22(s)と
なった． 
	 図 2-10(a)(b)に遮水壁を設置した場合における水位・流速の時系列を示す．
(a)は斜面中腹に遮水壁を設置した場合(W1)，(b)は遡上先端付近に遮水壁を設
置した場合(W2)である．(a)では，遮水壁による反射波が到達するため，第 1波
の到達時よりも急激な水位と流速の変動が見られた．また，ゲート付近では第 2
波 3 波となる波が形成されるが，砂床部および汀線において止水板によって波
を止めているため，汀線付近に第 2 波 3 波の影響がなくなっている．(b)では，
第 1 波の到達時の急激な水位と流速の変動が確認できた．遡上先端付近の遮水
壁による反射波の影響も確認できるが，(a)に比べると非常に小さい変動となっ
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た．これは，遮水壁に波が到達時における水位および流速が(a)に比べ，低下し
た状態で反射したため卓越した反射波が発生しなかったと考えられる．そのた

め，(a)と比べて，遡上先端付近以外の汀線付近および斜面における水位・流速
の変動は，止水板が投下されるまでほぼ段波波高 25cm のケース（図 2−8(a)）
と同様の変動を示している． 
 
（2）移動床における濁度計の測定結果 
	 図 2-11(a)-(c)に段波波高 25cm における濁度計による測定結果を各粒径ごと
に示す．波の到達とともに急激に上昇し，多くの砂が急激に移動したことが確認

できる．また，水位および流速の減少とともに濁度も減少していくことが確認で

きた．10sから 20s付近で低い値を示すのは，流速が 0m/sとなり一時的に土砂
の水平方向の移動が停滞したことを示している．さらに，戻り流れが発達し始め

る後半にかけ，濁度も上昇することが確認できた． 
	 粒径に注目すると波の到達時の変位量は，どの粒径も大きな違いは見られな

いが，戻り流れを比較すると粒径が細いほど濁度の変位量は大きく，また長時間

持続することが確認できた．これは，輸送力の違いよりも，移動量が多いためと

考えられる． 
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(a)	 段波波高 25cm 

(b)	 段波波高 19cm 
 

図 2-8	 各測定点における水位および流速の結果 
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図 2-9	 短周期波による各測定点の水位および流速の結果 
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(b)	 遡上先端付近(W2) 

(a)	 斜面中腹(W1) 

図 2-10	 遮水壁設置による各測定点の水位および流速の結果 
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(a) U1  

 
(b) U2 

 
(c) U3 

図 2-11	 段波波高 25cmにおける各粒径の濁度の計測結果 
 

0            5            10            15            20            25           30           35          40

2000

1500

1000

500

0

Time (s)

Tu
rb

id
ity

  (
pp

m
)

6.0	(SL) 6.2 7.0 7.8
Measurement	point	(m)

0            5            10            15            20            25           30           35          40

2000

1500

1000

500

0

Time (s)

Tu
rb

id
ity

  (
pp

m
)

0            5            10            15            20            25           30           35          40

2000

1500

1000

500

0

Time (s)

Tu
rb

id
ity

  (
pp

m
)



 

 40 

2.3.2	 外力および波数による水と砂の遡上距離への影響 
	 表2-2に単一波による波の遡上距離(DW)および単一砂の堆砂距離(DS)を示
す．同様に複数波発生させた場合を表2-3に示す．表2-4に単一波および複数波に
おける波の遡上距離(DW)および混合砂の堆砂距離(DS)を示す．単一波におけ
る結果から，どのケースも段波波高が大きいほどDWとDSが長くなることが確
認できた．なお，同じ実験装置で遡上斜面の勾配1/60および1/90において実施
された，原田ら(2017)による実験結果でも，本研究の結果と同様の傾向が確認で
きている．また，ほとんどのケースにおいて両者は一致しなかった．Abe et al. 
(2012) また高井ら（2013）などによる現地調査においても，津波による浸水領
域と砂の堆積範囲が一致しないことが報告されており，本実験と整合している．

さらに，粒径が小さいほど一致率（DS/DW）が高い値を示した．これは原田ら
(2017)でも確認されており，粒径が大きい砂は，粒径が小さい砂と比較して大き
な輸送力を必要とすることが原因と考えられる． 
	 しかし，表2-3に示す複数波発生させた場合では，どの粒径においても波ごと
に到達率が高くなる傾向を示した．これは，砂の供給源が単一波の場合は砂床区

間のみなのに対し，複数波では1 波目以降によって斜面部に運ばれば，砂も供給
源となり，再堆積を繰り返すことが原因であると考えられる． 
	 表2-4に示す混合砂を用いた場合では，細粒砂（U3）が比較的多く含まれる混
合砂ほど遡上距離および一致率も高い値を示した．また，単一砂同様に複数波発

生させた場合，波ごとに遡上距離が大きくなり，一致率が高くなることも確認で

きた．しかし，どの混合砂にも粒径の細かい砂(U3)が含まれているが，砂の堆
砂距離は，一致しなかった．また単一砂(U3)の堆砂距離よりも短くなった．単
一砂に比べ輸送力が異なる砂が同時に移動する混合砂の場合では，斜面を遡上

する過程で他の粒径の影響を受けたと考えられる．しかしながら，混合砂におけ

る実験例が少ないことから，このことついては今後も検討が必要である． 
	 遮水壁を設置したケースにおいては，壁に波が遡上途中で強制反射されるよ

う設定していることから，波の遡上距離(DW)は，すべて遮水壁の設置箇所W1:
汀線から7.0m, W2:汀線から10.0m)と一致する．また，いずれのケースも混合砂
の堆砂距離(DS)は壁の設置位置まで堆積していることから，到達率は100％とい
う結果が得られた． 
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表 2-2	 単一波における波と砂の遡上距離の比較 
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表 2-3	 複数波における波と砂の遡上距離の比較 
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表 2-4 混合砂における遡上距離の比較 
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2.3.3	 外力および単一砂による堆積砂量への影響 
	 図 2-12 (a)〜(c)に段波波高 25cm の単一波による各粒径砂のサンドキャッチ
ャーの様子（汀線付近および堆積砂量の増加点，増加点後の減少する区間，遡上

先端付近の代表点４点）を示す．図 2-13(a)〜(c)は，段波波高 19cmの単一波に
よる同一の結果を示す． 
	 図 2-12(a)で示す粗粒径の砂(U1)の砂は汀線付近には多く堆積していること
が確認できるが，遡上する過程で減少しするため斜面中腹から先端付近にかけ

てはほとんど含まれなかった．しかし，図 2-12(b)(c)と粒径が細かくなるにつれ
て遡上先端付近における堆積砂量の顕著な増加が目視でも確認できた．図 2-
13(a)〜(c) でも同様の傾向が見られた． 
	 図 2-14に段波波高 25cm単一波（戻り流れなし）による単一砂の堆積砂量を
示す．図 2-15に段波波高 19cm単一波（戻り流れなし）による単一砂の堆積砂
量を示す．縦軸は堆積砂量，横軸は比較のため波の到達位置に対する砂の到達位

置を百分率で示している（以下，図 4から 7同様）．いずれの粒径においても汀
線付近および斜面中腹付近において明瞭な堆積砂量の増加がみられた．これら

の増加点はそれぞれ段波波高 25cm の場合，図 2-14 における 40％付近（図 2-
12の No.30），段波波高 19cmの場合，図 2-15における 35％付近（図 2-13の
No.20）となっており，それよりの遡上先端は上記のサンドキャッチャーの様子
からも急激に堆積砂量が減少していることが確認できる．また，両者に挟まれた

区間にでは，どの粒径においてもほとんど堆積砂量が変わらず，中腹の増加点よ

り遡上先端に向けて粒径の大きな砂から減少していく傾向がみられた．さらに，

中腹の増加点は，粒径において変化がみられないこと，および段波の大きさによ

って増加点の位置が異なることから外力に依存していると考えられる．図 2-
8(a)の水位流速の結果でも示した通り増加点付近(12.0m；灰色細実線)では 20
秒を超えたあたりから急激な水位の減少と流速の低下がみられる．また，砂の捕

捉時において強い戻り流れが発生し始めている箇所であると考えられる．汀線

付近の増加点においても，砂の捕捉する間の流況の違いにより生じたものであ

り，この実験に依存したものである可能性が高い．図 2-8(b)の結果も同様で，
14秒あたりより図 2-8(a)の変位量に比べると小さいが，水位と流速の変異が見
られた． 
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(a)	 段波波高 25cm (U1) 

(b)	 段波波高 25cm (U2) 
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(c)	  段波波高 25cm (U3) 
 図 2-12	 段波波高 25cmの単一波による各粒径砂の 

サンドキャッチャーの様子 
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(a)	 段波波高 19cm (U1) 

(b)	 段波波高 19cm (U2) 
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(c)	  段波波高 19cm (U3) 
 図 2-13	 段波波高 19cmの単一波による各粒径砂の 

サンドキャッチャーの様子 
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図 2-15	 段波波高 19cm単一波による各粒径の堆積砂量の比
較 

図 2-14	 段波波高 25cm単一波による各粒径の堆積砂量の比
較 
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2.3.4	 外力および混合砂による堆積砂量への影響 
	 図 2-16(a)〜(c)に段波波高 25cm の単一波による各粒径砂のサンドキャッチ
ャーの様子（汀線付近および堆積砂量の増加点，増加点後の減少する区間，遡上

先端付近の代表点４点）を示す．図 2-17(a)〜(c)は，段波波高 19cmの単一波に
よる同一の結果を示す．図2-16(a)〜(c) のNo.45および図2-17(a)〜(c)のNo.30
からわかるように単一砂のケースと比べて先端にかけても砂が分布することが

確認できる． 
	 図 2-18 と図 2-19 に段波波高が 25cm および 19cm の単一波による混合砂の
総堆積砂量の結果をそれぞれ示す．混合比は異なるが，総堆積砂量はどのケース

においてもほぼ差が確認できなかった．また単一砂同様，汀線付近と斜面中腹に

おいて流況の影響を受けたと考えられる堆積砂量の増加点が確認できた．さら

に，中腹の増加点から遡上先端にかけて堆積砂量が減少していくことからも，混

合砂は混合比よりも外力の影響を大きく受け，堆積すると考えられる． 
	 図 2-20(a)〜(c)にふるい分け試験後の各粒径の堆積砂量と総堆積砂量の比較
を示す．図 2-21(a)〜(c)に堆積砂量に対する各粒径の砂の割合を示す．図 2-18
と図 2-19で示した通り，どのケースも総堆積砂量に大きな違いはみられなかっ
たが，各測定点に含まれる砂の粒径と堆積砂量は大きく異なることが明らかに

なった．全体的に中粒径の砂(0.212 mm＜d＜0.425 mm)が全体的に多く分布し
ている．単一粒径砂の結果から，大きい粒径と比較して汀線から遡上斜面先端に

かけ細かい粒径の砂(U3) は非常に多くの堆積砂量を確認できている．しかし，
細かい粒径 ( d≦ 0.212 mm)の堆積砂量が全体的に極端に少ないことが明らか
になった．これは，もともと含まれている細粒砂の量が少ないこと原因であると

考えられる． 
	 図 2-21(a)〜(c)において汀線から斜面中腹の増加点付近までの粒径の割合と
混合砂の混合比の一致率が非常に高い値を示した．また，遡上先端にかけては大

きい粒径の砂から減少していく傾向がみられた．このことから，汀線から斜面中

腹の増加点付近までの区間は，流速および水位ともに非常に大きい状態が継続

されるため，砂の輸送力が十分に発達した状態であったと考えられる．そのた

め，汀線から斜面中腹の増加点付近までの区間は，砂床部に設置された砂の混合

比を維持した堆積相を示したと思われる．  
	 さらに，混合砂の堆積砂量とふるい分け試験による中粒径の砂の堆積砂量が

高い相関関係にあることが明らかになった．この結果は，本研究で実施した他の
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ケースだけでなく，原田ら（2017）によって実施された異なる勾配や外力にお
ける実験においても，同様の傾向が確認できている．しかし，本研究において使

用した混合砂の混合比は，中粒径の含有率が比較的多いことから，結果に影響し

た可能性も高いため，今後検討が必要である． 
	 図 2-22(a)〜(c) と図 2-23(a)〜(c)は，段波波高が 19cmの場合におけるふる
い分け試験後の各粒径の堆積砂量と総堆積砂量の比較および堆積砂量に対する

各粒径の砂の割合を示す．段波波高が小さいため，堆積砂量が少ないことおよび

堆積量の顕著な増加が見られる地点も汀線側に偏っていることが確認できる．

その地点までは 25cm の段波同様，粒径の割合と混合砂の混合比の一致率が非

常に高い値を示した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 52 

 
 

 
 
 

(a)	 段波波高 25cm (M1) 
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(b)	 段波波高 25cm (M2) 
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(c)	  段波波高 25cm (M3) 
 図 2-16	 段波波高 25cmの単一波による各混合砂の 

サンドキャッチャーの様子 
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(a)	 段波波高 19cm (M1) 

(b)	 段波波高 19cm (M2) 
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(c)	  段波波高 19cm (M3) 
 図 2-17	 段波波高 19cmの単一波による各混合砂の 

サンドキャッチャーの様子 
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図 2-18	 段波波高 25cm単一波による混合砂の堆積砂量の比
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図 2-20	 段波波高 25cm単一波による各混合砂の総堆積砂量と 
ふるい分け試験後の各粒径砂の比較 
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 図 2-21	 段波波高 25cm単一波による各混合砂の総堆積砂量に対する 

ふるい分け後における各粒径割合の比較 
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図 2-22	 段波波高 19cm単一波による各混合砂の総堆積砂量と 
ふるい分け試験後の各粒径砂の比較 
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図 2-23	 段波波高 19cm単一波による各混合砂の総堆積砂量に対する 
ふるい分け後における各粒径割合の比較 
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2.3.5	 複数波による堆積砂量への影響 
(a)同規模波 
	 図 2-24(a)〜(c)に同規模複数波（戻り流れなし）による各粒径の砂における波
ごとの堆積砂量を示す．汀線付近の堆積砂量は，波によって堆積砂量がほとんど

影響を受けないことが確認できた．これは２波目以降供給される土砂の量が増

加する一方，捕捉されるまでに戻り流れも発達するためと考えられる．このこと

から，汀線付近の堆積砂量は波の外力に依存すると考えられる．中腹付近から先

端は，戻り流れが発達するが供給量が持ち去られる量を上回っているため堆積

砂量が増加すると考えられる． 
	 汀線付近から中腹にかけて波数により，堆積砂量が影響受けない範囲は，粒径

が小さくなるほど大きくなる結果となった．また，遡上先端付近では後続の波に

より堆積砂量が増加する傾向がみられ，粒径が小さいほどより遡上先端付近の

増加率が大きくなった．これは，複数波により砂の供給源が変化したことと，そ

れぞれの粒径の輸送力の違いが影響していると考えられる． 
 
(b)減衰波 
	 図 2-25(a)(b)に波の収束を想定した減衰波（戻り流れなし，段波波高 1 波目
25 cm，2波目 19 cm）による堆積砂量を示す．遡上先端付近では 2波目の到達
点までの領域において堆積砂量が増加すること，また粒径が小さいほど遡上先

端付近の砂の増加率が高いことなど，同規模複数波と同様の傾向がみられた．し

かし，汀線付近の堆積砂量は，同規模の場合と異なり，一致しなかった．単一波

（段波波高 19 cm）の堆積砂量と比較したところ，汀線付近において高い一致率
を示した．このことから，減衰波による汀線付近の堆積砂量は，最後に遡上した

波の外力に大きく影響を受けた堆積物を形成することが確認できた． 
 
	 よって複数波によって形成される堆積砂は，同規模波・減衰波ともに汀線付近

では，波の外力に依存する共通点が見られた．中腹から先端にかけては，同規模

波または減衰波であるか，また波数および粒径などの条件によって影響される

ことが明らかになった．これまでは，実際の堆積物調査では複数波によって全体

の堆積分布が増加していくと考えられ，議論されることが多かった．また，浸水

域の調査では波の到達地点や海岸付近の堆積砂量で規模が判断されている．今

回の実験により浸水域と堆積物の分布から，どのような津波が来襲したかを明
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らかにするにためには，汀線付近は波の外力に大きく影響を受けている可能性

を考慮する必要がある．しかし，本検討においては，完全浸透および低平地氾濫

を想定した戻り流れなしの条件で実施しているため，東北津波では戻り流れが

発達し海岸付近が洗掘される事例が確認されていることからも，今後さらに波

の条件については詳細な検討が必要である． 
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 図 2-24	 同規模複数波の波ごとで形成される堆積砂量の比較 
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図 2-25	 減衰する複数波の波ごとで形成される堆積砂量と 
段波波高 19cm単一波による堆積砂量の比較 
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2.3.6	 周期による堆積砂量への影響 
	 原田ら(2011)による実験では戻り流れありの条件でも斜面への堆積砂が発生
している．しかしながら，本実験では，押し波により堆積した斜面上の堆積砂は，

戻り流れによりほとんど持ち去られてしまう結果となった．戻り流れを発達さ

せた原因の一つとして，段波波高に対し勾配を1/40という比較的急勾配によっ
て検討したこと，および本実験は原田ら(2011)に比べて長周期の段波を発生さ
せていたことが挙げられる．勾配については段波波高の条件につき変更が困難

なため，本研究では周期の影響について検討した． 
	 貯水タンクの容量を 1/3 にし，短周期の波を同規模 3 波で実施した結果を図
2-26 に示すが，粒径が小さい砂において汀線付近と遡上先端付近で明瞭な堆積
が確認できた．しかし，全体的に堆積砂量は少ない結果となった．これは，貯水

タンクの容量を 1/3 としたため，周期だけでなく図 2−9 で示した通り，長周期
の段波に比べ水位・流速が上昇しきらず，また持続時間も短いことから，土砂の

移動量自体が減少につながったと考えられる．遡上先端にかけて堆積砂量が減

少していくこれまでの分布と異なり，中腹付近の堆積砂量が先端付近よりも減

少する結果となっている．この現象も，複数波による遡上斜面先端方向へ土砂の

分布の遷移だけでなく，戻り流れが発達しきらない遡上先端付近に対し，斜面中

腹付近は戻り流れが発達するため，一度堆積した堆積物が持ち去られる力が大

きく働くためと考えられる． 
	 粒径が大きい砂においては，汀線付近で堆積砂が確認されたが，遡上先端付近

ではわずかな量しか堆積しなかった．これは上述した通り，短周期により水位・

流速および持続時間が減少したことにより，短周期のケースにおいては粒径が

大きい砂を大量に移動させる程の流況にならなかったことが原因であると考え

られる． 
	 よって，戻り流れが発生する場合，周期によって堆積物が影響されることが明

らかになった．また，その堆積相は粒径により大きく異なることが明らかになっ

た．さらに短周期の場合，複数波来襲しても粒径などの砂の条件によって，堆積

砂を形成しないことが確認できている．これは，津波が収束する際や湾奥におい

て比較的短周期の反射波を何度も受ける環境において，形成される堆積砂を検

討するには非常に意義のある結果であると考えられる．  
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図 2-26	 短周期波 3波による堆積砂量の比較 
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2.3.7	 遮水壁による堆積砂量への影響 
	 2.3.6で上述したとおり，自由な遡上の戻り流れありの場合，強い戻り流れが
発生したことにより，斜面上の堆積物がほとんど持ち去られた．しかし，実際の

津波遡上は，障害物により制限を受ける場合が多いと考えられる．斜面中腹(W1)
に遮水壁を設置し，単一波および同規模2波を発生させた場合の堆積砂量を図2-
27(a)(b)に示す．また，遡上先端付近(W2)に設置した場合を図2-28(a)(b)に示す．
いずれも戻り流れありの条件であるが，障害物のない自由な遡上の場合と異な

り，堆積砂が発生している．多くの堆積物が残る原因として，図2-10(a)で示し
たように遮水壁によって急激な水位上昇と流速の低下が発生するため，シール

ズ数が低下して砂粒が停止したためと考えられる． 
	 斜面中腹に設置した場合は，堆積砂量が斜面上で急激な増加減少を繰り返し

ており，特に汀線付近，斜面中腹および遮水壁付近で増加していた．2波を発生
させた場合は，中腹付近の堆積物の堆積量は減少したが，遮水壁周辺において顕

著な増加が確認できた．これは，2.3.5の複数波による結果と同様，砂の供給源
が変化したことによる影響であると考えられる．さらに，増加減少を繰り返す原

因として，遮水壁による乱れにより，一般の遡上の戻り流れとは異なり，土砂の

量が非常に多いこと，また戻り流れが発達しきらず，多くの砂を運搬できなかっ

たことなどが考えられる． 
	 遡上先端付近に設置した場合は，斜面中腹の場合と同様，汀線付近と遮水壁付

近において堆積砂量の増加が確認できた．しかし，中腹に設置した場合と比較し

て非常に堆積砂量が少なく，斜面中腹における増加もみられなかった．堆積砂量

の大きな減少は，遡上先端付近に遮水壁を設置したため，中腹に設置した場合と

比べて，壁への到達時の流速が小さかったことが原因であると考えられる．ま

た，遮水壁による大きな流速の変化がなかったため，戻り流れが発達し，斜面上

の砂の多くを持ち去る結果に繋がったと考えられる．予備実験の結果，2.3.6で
も述べたように本実験において長周期の段波では戻り流れを考慮した場合，斜

面上の堆積物が全て持ち去られることが確認できている．また，2.3.1で示した
通り，段波波高が25cmの場合（図2-8(a)）および遮水壁を遡上斜面先端付近に
設置した場合（図2-10(b)）の汀線付近や斜面の水位・流速のほぼ同じ変動を示
している．このことからも，遮水壁を遡上先端付近に設置した場合，遡上先端付

近は遮水壁の影響を大きく受けることが確認できる．しかし，斜面中腹から汀線

付近にかけて土砂の堆積量が大幅に減少するのは，段波波高25cmの場合で戻り
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流れを考慮した場合と同様，戻りの流れの影響を大きく受け堆積物が持ち去ら

れる環境となっているためと考えられる． 
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図 2-27	 遮水壁（斜面中腹）による各粒径の堆積砂量の比較 
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図 2-28	 遮水壁（遡上先端）による各粒径の堆積砂量の比較 
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2.4	 結言 
 
	 津波堆積物の形成メカニズムを明らかにするために粒径や外力を変化させた

水理実験を実施した．本実験より，粒径および外力がそれぞれ条件下において，

遡上する陸域側の堆積物にどのように影響を及ぼすかが明らかになった． 
	 単一砂および混合砂の粒径や混合比を変化させても，堆積砂量はほとんど影

響を受けず，波の外力に依存した堆積砂量を示すことが明らかになった．しか

し，遡上先端付近においては粒径による輸送力の違いから減少する割合や含有

率が変化することが確認できた．混合砂においては，戻り流れを考慮しない場

合，汀線付近において混合砂の混合比と各粒径の分布比が一致することが明ら

かになった．これは，現在の堆積物分析の課題の一つである当時の堆積物の供給

源となる砂の初期条件を解明する手がかりとしても非常に重要である．戻り流

れが発達する場合は持ち去られる可能性が高いことも今回の検討から明らかに

なっているが，完全浸透および低平地氾濫を想定した場合において非常に意義

のある結果といえる．しかし，過去の既往研究において検討されている戻り流れ

の有無および周期が異なる場合，構造物など様々な条件において堆積相が異な

ることからも，今後より詳細な検討が必要である．また，混合砂を用いた場合，

中粒径の砂の堆積砂量と総堆積砂量の間に高い相関性がみられた．混合比で比

較的含有量が多いことも影響として考えられるが，異なる混合比でも同様の結

果が得られていることからも，粗粒径や細粒径にくらべ堆積砂の全体的な分布

を知る上で，中粒径の砂の移動量は重要であると考えられる． 
	 複数波を発生させることで砂の供給源が変化するため，堆積砂の到達距離と

遡上先端付近の堆積砂量の顕著な増加が確認できた．しかし，汀線付近の堆積砂

量は粒径に関係なく，同規模・減衰する波ともに堆積砂量は，最後に到達した波

に依存することが確認できた．しかし，この条件においても戻り流れが考慮しな

い条件に限るため，今後戻り流れなど条件やその他の条件の複合的な影響を検

討する必要がある． 
	 長周期の段波では戻り流れが堆積砂を持ち去るが，周期を短くした場合や遮

水壁により強制反射させた場合は堆積物が斜面上に形成されることが確認でき

た．しかし，短周期であるため輸送力が低下するため，粒径依存した堆積物を形

成することが確認できた．また，戻り流れの影響を受けることから，遡上先端付

近わずかな区間以外，全体的にくさび形の堆積砂相を示さないことが明らかに
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なった．また遮水壁の設置でも遡上域において流況が大きく変化するため，くさ

び形の堆積砂相ではなく，増加減少を繰り返す複雑な堆積相を示すことが確認

できた．汀線からの距離だけでなく，波を反射する地形や構造物からの距離も堆

積物に影響を与えることからも，それぞれの位置関係に関する検討が必要であ

る． 
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3.	 水理実験データを用いた土砂移動モデルの課題抽出および改良 
 
3.1	 緒言 

	 津波は，波浪や高潮とは遥かに大きな乱れを伴い，浅海域や沿岸の土砂を大量

に移動させる．これらの土砂は，港湾機能障害や局所的な洗掘による構造物の倒

壊や流失，また大量の海水や土砂の流入によって沿岸域の甚大な被害拡大する

要因となっている．東北津波でも，浸水した内陸部まで大量の土砂が流入したこ

とにより被害が拡大し，その後の復興の妨げになるなど，津波による土砂移動は

津波防災・減災の分野においても非常に重要であり，これらを予測し対策するた

めに土砂移動モデルの高度化が進められてきている．しかし，これまでの土砂移

動モデルは海域を対象としたものが多く，陸域を対象としたものが少ない．前述

したように，東北津波では津波による土砂移動により，陸域で甚大な被害をもた

らしたことからも，今後は土砂移動モデルを陸域にも適用ができるように改良

を進めていく必要がある．しかし，陸域は海域とは異なる環境のため土砂移動に

及ぼす影響を検証する必要がある． 
	 高橋ら(1999)は，津波の非平衡性を考慮するため，移動形態の異なる掃流砂層
と浮遊砂層を分離して別領域として定義した土砂移動モデルを提案している．

高橋ら(1999)によるモデル（以下，1999モデル）は，1960年に来襲したチリ津
波を気仙沼湾において適応されている．その結果，それまでのモデルと比べ精度

の向上が見られた一方，地形条件によっては過小評価となるなど，課題が残って

いる． 
	 高橋ら(2011)は，1999モデルにおける流砂の運動方程式の係数に着目し，水
理実験の結果より粒径によって異なる係数を提案し，モデルの改良を行ってい

る． 
	 また，津波堆積物の分析を行う上で，過去どのような津波が来襲したことで堆

積物が形成されたか評価するためにも，津波による土砂移動モデルのさらなる

精度の向上が求められている． 
	 そこで，本章では 2 章で実施した陸域遡上を対象とした水理実験のデータを
用いて現行の土砂移動モデルによる再現計算を実施する．そして，現行モデルの

課題抽出を行い，土砂移動モデルの改良につなげる提案を行う． 
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3.2	 津波による土砂移動モデルとは 
	 高橋ら(1999)では，津波による特殊な環境における流砂現象を，砂粒の移動形
態の違う掃流砂層と浮遊砂層を独立して定義している．このモデルにおいては，

流砂量を掃流砂量𝑞+と交換砂量𝑤-.として，微小区間および微小時間における質
量保存と運動量保存に基づき以下の流砂の支配方程式を提案している． 
 

𝝏𝒁𝑩
𝝏𝒕 +

𝟏
𝟏 − 𝝀

𝝏𝒒𝑩𝒙
𝝏𝒙 +

𝝏𝒒𝑩𝒚
𝝏𝒚 + 𝒘𝒆𝒙 = 𝟎	,					(𝟏) 

     

𝝏𝑪𝒔𝑴
𝝏𝒙 +

𝝏𝑪𝒔𝑵
𝝏𝒚 − 𝒘𝒆𝒙 +	

𝝏𝑪𝒔𝒉𝒔
𝝏𝒕 = 𝟎	,														(𝟐) 

       

																						𝒒𝑩 = 𝒂𝟏 𝒔𝒈𝒅𝟑𝝉∗
𝟑 𝟐	,																						(𝟑)	 

     

																						𝒘𝒆𝒙 = 𝒂𝟐𝝉∗𝟐 −
𝒘𝟎𝑪𝒔
𝒔𝒈𝒅

		,																								(𝟒)					 

 
Z は基準面からの底面の高さ，λは砂粒の空隙率，𝑞+は掃流砂量，𝑤-.は交換
砂量（浮遊砂量），Cs平均浮遊砂層濃度，Mおよび Nは流量フラックス，ℎMは
浮遊砂層厚，𝑤%は砂粒の沈降速度，𝜏∗はシールズ数，sは砂粒の水中比重，gは
重力加速度，dは砂粒の粒径を示し，𝑎Pおよび𝑎Qは係数であり，水理実験よりそ
れぞれ 21および 0.012として与えられている．式(1)〜(4) は，掃流砂および浮
遊砂の連続の式，掃流砂の運動方程式および交換砂量式である．また，以下に示

す式で流速から求めた，摩擦速度𝒖∗を用いてシールズ数を算出する． 
 

𝝉∗ 	= 	
𝒖∗
𝒔𝒈𝒅	,																							(𝟓)

 

 
1999モデルは，単一砂による土砂移動を仮定しており，実現象としては混合
砂による土砂移動を想定する必要がある．そこで 2011モデルでは流砂の運動方
程式の係数に注目し，水理実験により各粒径における係数を以下のように定義

した． 
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𝒂𝟏 =
	𝟓. 𝟔		 𝒅 = 𝟎. 𝟏𝟔𝟔𝒎𝒎
	𝟒. 𝟎		 𝒅 = 𝟎. 𝟐𝟔𝟕𝒎𝒎
	𝟐. 𝟔		 𝒅 = 𝟎. 𝟑𝟗𝟒𝒎𝒎

		, 

 
      	 	 	 	 	 	 	 	 	 	   

𝒂𝟐 =
	𝟕. 𝟎×𝟏𝟎Z𝟓		 𝒅 = 𝟎. 𝟏𝟔𝟔𝒎𝒎
	𝟒. 𝟒×𝟏𝟎Z𝟓		 𝒅 = 𝟎. 𝟐𝟔𝟕𝒎𝒎 			.
	𝟏. 𝟔×𝟏𝟎Z𝟓		 𝒅 = 𝟎. 𝟑𝟗𝟒𝒎𝒎

 

 
  流れの支配方程式は，両モデルにおいて非線形浅水方程式を使用する． 
(6)は連続の式，(7)(8)は運動方程式である． 
 

𝝏𝜼
𝝏𝒕 + 	

𝝏𝑴
𝝏𝒙 + 	

𝝏𝑵
𝝏𝒚 = 𝟎	,					 𝟔 																																														 

 

𝝏𝑴
𝝏𝒕 + 	

𝝏
𝝏𝒙

𝑴𝟐

𝑫 + 	
𝝏
𝝏𝒚

𝑴𝑵
𝑫 + 𝒈𝑫

𝝏𝜼
𝝏𝒙 		+ 	

𝒈𝒏𝟐

𝑫𝟕 𝟑 𝑴 𝑴𝟐 + 	𝑵𝟐 = 𝟎		,					(𝟕)	 

 

								 			
𝝏𝑵
𝝏𝒕 + 	

𝝏
𝝏𝒙

𝑴𝑵
𝑫 + 	

𝝏
𝝏𝒚

𝑵𝟐

𝑫 + 𝒈𝑫
𝝏𝜼
𝝏𝒚		+ 	

𝒈𝒏𝟐

𝑫𝟕 𝟑 𝑵 𝑴𝟐 + 	𝑵𝟐 = 𝟎	.									(𝟖)	 

 
	 ここで，𝜼は水位，は D全水深（すなわち𝜼 + 𝒉)，hは静水深を示す． 
  なお，両モデルにおける流水計算の支配方程式および計算スキームは，非線形
長波理論および Staggered 格子の Leap-frog法を使用している． 
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3.3	 土砂移動モデルによる水理実験データの再現計算結果 
	 	  
3.3.1	 計算条件の設定 
	 1999，2011両モデルの再現計算において共通する計算領域などの計算条件は
以下の表 3-1に示す．入力する境界条件は，ゲートから 1.0mにおける水位デー
タとする．自由遡上（戻り流れなし）および遮水壁（戻り流れあり）の計算時間

は，それぞれ遡上先端到達時および反射波到達時に計算を止めることとする．表

3は各モデルにおいて変更したパラメータを示す． 
	 なお，表 3-2に示す各粒径ごとの掃流砂および交換砂の係数は 2011モデルの
係数を補間することで設定した．沈降速度，マニングの粗度係数および移動限界

摩擦速度の算出式の概要は以下に示す． 
 
 

𝒘𝟎

𝒔𝒈𝒅
= 	

𝟐
𝟑 + 	

𝟑𝟔𝝂𝟐

𝒔𝒈𝒅𝟑 	 − 	
𝟑𝟔𝝂𝟐

𝒔𝒈𝒅𝟑 	,					 9 																																														 

 

𝒏 = 	
𝑯𝒅𝟏 𝟔

𝝍 𝒈
	,											 10 																							 

 

𝝍 = 𝟔. 𝟎 + 𝟓. 𝟕𝟓𝒍𝒐𝒈
𝑯𝒅
𝟐. 𝟓𝒅𝑹

	,					 11 																																														 

 
 

																	𝒖∗𝒄 = 	 𝝉∗𝒄𝒔𝒈𝒅,								 13 																																														 
 
	 ここで，n はマニングの粗度係数，Hd は 設計水深，𝑑jは底面材料の代表粒
径，𝑢∗lは限界摩擦速度，𝜏∗lは，限界シールズ数，νは，水の動粘性係数である． 
それぞれ(9)は Rubey実験式，(10)(11)はマニングの粗度係数換算式および(13)
は摩擦速度換算式である． 
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Takahashi et al.  (1999) Takahashi et al. (2011)

Grain size (mm) -
U1 U2 U3

0.560 0.279 0.189

Coefficient a 21.0 1.49 3.83 5.19

Coefficient b 0.012 6.46 × 10-5 3.59 × 10-5 0.57 × 10-5

Settling velocity
(m/s) 0.03 0.0677 0.0374 0.0234

Manning’s roughness 
coefficient 

0.015
(sand bed and slope section)

0.0
(flat section) 

0.0131 0.0118 0.0112

Critical friction velocity 
(m/s) 0.01314 0.0213 0.0150 0.0116

表 3-1	 共通する計算条件 
 

表 3-2	 各モデルにおける土砂移動モデルの条件 
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3.3.2	 水位および流速の再現計算 
	 観測点５点（ゲートから 1.0m, 5.0m, 6.0m, 10.0m, 14.0m）における水位の測
定結果（灰色）と計算結果（黒色）を示す．また，観測点５点（ゲートから 1.0m, 
5.0m, 6.0m, 10.0m, 14.0m）における流速の測定結果（灰色）と計算結果（黒色）
を図 3-1 および図 3-2 に示す．水位においては，測定および計算結果は概ね一
致していることが確認できた．流速においては，斜面上において到達時間に僅か

な差がみられるが，変位量は概ね一致していることを確認した．また，表 3-3に
遡上到達距離の結果を示す．計算による水および砂の到達距離は，ともに実験値

を上回り過大評価となることがあきらかになった． 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

Hydraulic experiment Calculation

DW 
(m)

DS
(m)

DS/DW
(%)

DW
(m)

DS
(m)

DS/DW
(%)

U1

15.0

12.8 85.3

17.0

16.5 97.1

U2 12.6 84.0 16.9 99.4

U3 14.4 96.0 17.0 100

M1 13.8 92.0 17.0 100

M2 14.2 94.7 17.0 100

M3 13.6 90.7 17.0 100

表 3-3	 水および土砂の遡上到達距離の比較 
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図 3-1	 段波波高 25cm単一波による水位の比較 
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図 3-2	 段波波高 25cm単一波による流速の比較 
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3.3.3	 数値計算における堆積砂量の分布 
	 図 3-3に各粒径 U1から U３における堆積砂量（灰色）と計算結果を示す．堆
積砂量は総移動量および一致率共に 2011モデル（黒色実線）が 1999モデル（黒
色点線）よりも高いことが明らかになった．しかし，2011モデルは粒径が粗粒
になると再現性が落ちることが確認できた．また，堆積砂量のピークが全体的に

遡上先端側に偏る傾向があるが 2011 モデルにおいてやや改善されることが確
認できた．一方，砂の到達位置において 1999および 2011モデル共に，実験値
よりも過大評価となることが明らかになった．なお，両モデル共に汀線付近の堆

積砂量が過小評価となっているが，実験水路において汀線の砂床区間側が戻り

流れにより大きく洗掘され乱れが大きくなることが確認できており，流況に大

きな影響を受ける地点であることを確認している．そのため，汀線付近の堆積砂

量における再現性については今後検討が必要である． 
	 図 3-4に混合砂における堆積砂量（灰色）と計算結果を示す．どの混合比にお
いても堆積砂量および一致率共に 2011モデル（黒色実線）が高いことが確認で
きた．しかし，単一粒径砂と同様，堆積砂量が遡上先端側に偏ることおよび到達

位置が過大評価になることが確認できた． 
	 図 3-5 に遮水壁を設置したケースにおける堆積砂量（灰色）と計算結果を示
す．堆積砂量および一致率ともに 2011モデル（黒色実線）が高いことが確認で
きた．さらに，これまでのケースと比べ一致率や堆積砂量のピークの再現性の向

上がみられた．これまでの単一粒径砂および混合砂のケースは戻り流れなし(遡
上のみ)の条件であったことに対し，遮水壁のケースは戻り流れありの条件で実
施している．このことから戻り流れを考慮した条件であれば，現行モデルでも再

現性が高いことが確認できた． 
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図 3-3	 段波波高 25cm単一波による単一砂の計算結果の比較 
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 図 3-4	 段波波高 25cm単一波の混合砂の計算結果の比較 
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図 3-5	 遮水壁（斜面中腹）における計算結果の比較 
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3.4	 現行の土砂移動モデルの課題および再現性 
 
3.4.1	 土砂移動モデルの課題と特徴 
  今回の結果より2011モデルにおいて再現性が高いことが確認できた．しかし，
汀線付近の過小評価，堆積砂量が遡上先端側に偏ることおよび到達位置が過大

評価となってしまう課題が明らかになった．また，2011モデルにおいても粗粒
径の移動量に課題が確認できた．前述した通り戻り流れありのケースにおいて

再現性は高いが，自由遡上のような土砂の移動中の土砂の移動形態に課題があ

ると考えられる． 
	 原因としては3.3.3で上述したとおり，汀線付近における過小評価については
実験装置での汀線付近の環境とモデルの再現可能な条件によって生じたもので

ある可能性が挙げられる．実験において汀線付近は移動床と固定床の切り替え

点のため，激しい洗掘による乱れが生じており，多くの堆積物が堆積する環境と

なった．しかし，現行モデルにおいては洗掘による激しい乱れの再現ができない

ため，汀線における再現が困難であることが考えられ，汀線付近の再現性を確認

するには，汀線が切り替え点でない場合については今後検討が必要である．遡上

先端付近における堆積砂量の過大評価についても，現行モデルが平均浮遊砂濃

度を用いていることが挙げられる．平均浮遊砂濃度を用いて計算をすると先端

付近では，浮遊砂量が実際の量よりも多く含まれるため堆積砂量が過大評価に

繋がったと考えられる． 
	 しかし，今回の検証によって現行モデルで比較的平衡に流入している斜面中

腹付近においては再現性が高いことが確認できた．また，遮水壁を用いたケース

においても同様の傾向が見られることからも，次章における数値実験でも斜面

中腹の再現を対象とする． 
 
3.4.2	 土砂移動モデルの課題解決策の提案 
	 土砂移動において支配的な影響をおよぼす要因として浮遊砂濃度，シールズ

数，流砂の運動方程式における係数（掃流砂・交換砂），沈降速度などが挙げら

れるが，現行モデルにおいて流砂の運動方程式における係数や沈降速度につい

てはすでに考慮している．再現精度向上策として掃流砂層と浮遊砂層の境界付

近の浮遊砂濃度の取り扱いが挙げられる．現行モデルにおいて境界層付近の浮

遊砂濃度は，平均浮遊差濃度を用いて計算を実施している．平衡な流況の条件下
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であれば，現行モデルのように平均浮遊砂濃度を用いた計算で再現性は確保で

きるが，津波のような非平衡な流況の条件下では流速の変化によっては過小評

価となるなど再現性に影響を及ぼす可能性が高い．このため，各地点およびステ

ップごとの境界付近の浮遊砂濃度による改良を行うことでより改善が見込まれ

ると考えられる． 
	 境界付近の浮遊砂濃度を算出するため手法の一つとして板倉・岸の式(Itakura 
et al., 1980) が挙げられる．式の概要は以下に示す． 
 

 𝑪𝒂＝	𝑲(𝜶∗	 ∙
𝟏
𝝉∗
∙ 	
𝝆
𝝈
∙
𝒖∗
𝒘𝟎

	 ∙ 	𝜴	 − 	𝟏)	,						(𝟏𝟒)	

 

Ω	=	
τ*
B*
	∙	

ξ 1
π
	exp -ξ2 dξ∞

a'

1
π
	exp -ξ2 dξ∞

a'

+ 	
B*	η0
τ*

− 𝟏	,						(𝟏𝟓)	

	

						𝝃 = 	
𝜸�

𝟐𝝈
	,							(𝟏𝟔) 

 

	a'=	
B*
τ*
	-	
1
η0
	,							(𝟏𝟕) 

	  
	 𝑢∗は限界摩擦速度，𝐶�は掃流砂層と浮遊砂層境界付近の濃度，ρは水の密度，
γ’は揚力の変動成分を示す．𝐾, 𝛼∗, 𝜎, 𝐵∗, 𝜂%は，それぞれ係数である．これらの式
を用いて得られる浮遊砂量と現行モデルにおける浮遊砂量から境界付近の浮遊

砂濃度を求め，交換砂量式において使用することにより反映することが考えら

れる． 
	 遡上先端付近の過大評価が，堆積砂量および到達共に大幅に改善されることが

明らかになった．しかし，未だに到達位置の一致には課題が残ることから土砂移

動における他の支配因子についても改善が必要である． 
	 特に現行モデルではシールズ数を，マニング則によって算出しているが，津波

のような非平衡な流況に対応できていない可能性が高いため，より高い圧力勾

配下に多いても対応できるよう改良が必要である．  
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	 マニング則よりもより高い圧力勾配下に適応させるための改善手法の一つと

して，log-wake則を用いて算出した摩擦速度を用いてシールズ数を計算する手
法が挙げられる．その式の概要を以下に示す． 
 

		𝒖∗ = 	
𝑼

𝟏
𝜿 	 ∙ 	𝒍𝒏 𝜹

𝒌𝒔
+ 𝑨 − 𝜹

𝒉𝜿 + 𝟐 − 𝜹
𝒉 	 ∙ 	 𝜫𝜿

		,								(𝟏𝟖)		 

 
	 Uは鉛直平均流速，δは境界層厚，𝑘Mは相当粗度，Aは積分定数，κはカルマ
ン定数，𝛱はウェイクパラメータを示す． 
	 この式を用いて摩擦速度によって求めたシールズ数を，掃流砂および交換砂

の運動方程式において反映することにより改善が見込まれる．  
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3.5	 結言 
 
	 2章で実施した水理実験の実験データを用いて，現在汎用されている1999およ
び2011モデルにおける数値実験を実施した．数値実験の結果，1999モデルと比
べて，各粒径ごとに流砂の運動方程式の係数を変化させた2011モデルの方での
再現性が高いことが明らかになった．特に中粒径(U2)や細粒径(U3)においては
斜面中腹において高い再現性を示す一方，粗粒径(U1)の移動量においては斜面
中腹での再現性が他の粒径と比べて低いことが確認できた．今回の再現計算に

おいて，遡上先端付近における堆積砂量や遡上距離が過大評価となることが明

らかになった．しかし，戻り流れを考慮した場合であれば現行モデルでも高い精

度で再現が可能であることが確認できた． 
	 本章における検証において，現行モデルは中腹付近を対象とした場合であれ

ば，概ね再現性が確保できていることが確認できた．今後の検討要因として，板

倉・岸式による浮遊砂層および掃流砂層境界付近における浮遊砂濃度の導入に

よる課題解決策を提案した． 
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4.	 津波堆積物より津波波源を推定するモデルの開発のための数値実験 
 
4.1	 緒言 

	 津波による被害の想定や防災の分野において，津波の規模や波源の推定は非

常に重要である．これまでさまざまな観測データを用いて過去の津波の波源推

定を実施する研究が行われてきている． 
	 Satake(1987)では，観測された波高データから津波断層パラメータを逆解析に
よって明らかにする津波インバージョンという手法を提案している．これらの

手法は様々な観測データなどに応用され，最近ではこれらの手法が津波の即時

予測に活用法が提案されている．安田ら(2006)では GPS波浪計による津波の水
位変動の時系列データを用いたリアルタイム津波波源推定法を提案しており，

仮想波源によって発生させた津波で数値実験を実施している．同じく GPS波浪
計を用いた高川ら(2012)は，源推定に用いる破壊伝播速度や時間的・空間的平滑
化係数などのモデルを規定するハイパーパラメータの検討を行っており，波源

推定の精度の向上に繋がっている．Tsushima et al. (2009) は，検潮所や海底圧
力計の測定データを用いて逆解析から波源推定を行う手法をしており，時系列

データを元にリアルタイムに波源だけでなく到達する津波規模を更新すること

が可能な手法として注目されている．また，藤ら(2013)では，海洋レーダーによ
り視線方向流速から津波高や波源推定する手法が提案されている． 
	 これらの観測データを用いた波源推定手法は今後の防災分野においては非常

に有意義である．しかし，既往津波の波源推定においては詳細な観測データが残

っている巨大地震津波は少なく，これらの手法における分析で，規模や波源の推

定は困難であると言える． 
	 既往津波の規模や被害状況を知る手段として古文書などの歴史学的記録やそ

れらの記録から導き出される浸水域を活用する手法が挙げられる．また，沿岸の

津波堆積物の分布や構造を相対的に比較し，規模を推定する手法はこれまで多

く行われてきたが，2章で上述した通り堆積物の形成メカニズムを始め，多くの
不確定な要素により定量的な規模の推定や波源の特定には至っていない．過去

の地形や堆積物の経年変化の過程が不明確であることも大きな課題ではあるが，

現在の津波堆積物から土砂移動モデルによって津波外力をどこまで推定できる

かに関する検証は行われていないため，再現性の検証は重要である． 
	 本研究では，これまで２章では，様々な外力条件における津波堆積物の形成メ
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カニズムを明らかにするため水理実験の実施および結果の考察，３章では 2 章
の実験結果を踏まえ現行の土砂移動モデルの再現性確認と課題の抽出を行って

きた．その結果，局所的な洗掘や遮水壁による激しい乱れが生じた地点および遡

上先端付近以外においては，現行モデルでも再現が可能であることが確認でき

ている．  
	 そこで本章では，津波堆積物から津波外力を推定するモデルの開発を行うた

め，現行モデルによる模擬的な地形において仮想的な津波（模擬津波）を発生さ

せ，陸域に堆積した堆積物より津波外力を推定する数値実験を実施する．陸域の

堆積物を対象とする上で，実際の堆積物調査で重要とする汀線からの距離や堆

積物の構成（砂量および分布など）に着目しデータをまとめ，その結果を外力推

定に活用できるかを検証する．また，その結果から，現行モデルの課題について

検討する． 
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4.2	 模擬津波および模擬地形における陸域津波堆積物形成の数値実験 
	  
4.2.1	 模擬地形における津波堆積物形成の数値実験概要 
	 本章にて実施する数値実験は模擬津波と外力変化による陸域への堆積物形成

に関するものである． 
	 数値実験は，外力それぞれが堆積物へどのように影響するかを明らかにする

ため，模擬的な地形を用いて実施する．図 4-1で示す大領域（海域）は，断層を
配置し津波を発生させる領域とする．図 4-2 に示す小領域（海域および陸域）
は，津波によって陸域に堆積物形成させる領域とする．大領域の断層によって発

生した津波の水位変動のデータを領域東端（●地点）において計測する．一定の

勾配による模擬的な海底地形であること，小領域が大領域と比較してかなり小

さい領域であることから，小領域の境界条件として西端側に強制入力する．計算

領域はすべて移動床とした．底面構成する砂は 2 章の水理実験において使用し
た中粒径の砂において実施する．小領域は，津波が来襲する海域側と堆積物が形

成される陸域側で形成され，実地形に近づけるため海域および陸域斜面の勾配

を変化させたケースと，地形や構造物の影響を調べるため陸域に構造物を設置

した場合についても実施する．勾配が異なることから汀線（図中 SL）の位置が
および陸域距離（Lland）および海域の距離（Lsea） は，条件によって設定する．
それぞれの設定値は，4.2.3で述べる．小領域では各条件における水位・流速・
堆積砂量（変位量）を計測する． 
	 堆積物の分布および堆積砂量などから特徴点を抽出し，津波を発生させた断

層の推定が可能かを検討する．  
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図 4−1	 計算領域概要（大領域：海域） 

 
 

図 4−2	 計算領域概要（小領域：海域および陸域） 
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4.2.2	 模擬津波条件の設定 
 日本近海で発生する最大規模の津波として内閣府(2012a，2012b)では，モーメ
ントマグニチュード Mw は 9.1 とされている．地震マグニチュード Mo は，次
式によって求めることができる． 
 

𝐿𝑜𝑔	𝑀𝑜 = 		1.5	𝑀𝑤	 + 		9.1	 	 	 (𝟏𝟗) 
 
 断層の面積 Sは，次式によって求める． 
 

S	 = 		1.48		×			10ZP%		×		𝑀𝑜Q/¢						(𝟐𝟎) 
 
また，地震マグニチュードMoおよび面積 Sとの関係式が与えられている． 
 
	 	  

𝑀𝑜	 = 		𝜇		×		𝐷		×		𝑆																								(𝟐𝟏) 
 
本研究で使用するすべり量 Dは，前式を Dについて変形した次式によって求め
る． 
 

𝐷	 = 		
𝑀𝑜
𝜇		×		𝑆 																																				(𝟐𝟐) 

μは剛性率であり，  
	  

µ	 = 		𝜌		×		𝑉𝑠Q																															(𝟐𝟑) 
	  
で求めることができ，ρは密度で 2.8	𝑔/𝑐𝑚¢とし，Vsは S波速度であり 3.82	𝑚/𝑠
で計算されている．しかし本研究では，地震調査推進本部（2017a, 2017b）によ
る津波レシピでは，日本周辺のプレート境界における媒質の剛性率を，断層面全

体の深さ 20kmを基準に３つに分類している．本研究で使用する断層面は，断層
面全体が深さ 20km 以浅と以深にまたがって存在する場合に適用される

5.0	×	10P% 	𝑁 𝑚Qを採用する． 
	 なお，内閣府（2012a，2012b）では小断層群の総面積は 10,867𝑘𝑚Q，断層長
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Lの最大値を 770kmとしており，これらを元に計算すると内閣府が想定してい
る断層パラメータは表 4−1のような結果となる． 
	 これらを参考に本研究で使用する模擬津波の断層モデルを検討する．最大級

規模のMw9.1の断層幅(L)を 700kmとし，図 4−3で示すように模擬津波の波源
断層は，海域の中央に配置する．海域において南北方向に断層を設定し，断層長

は 最大で 700km最小で 140kmとする．断層幅(W)の設定は，断層長最小（Lmin

＝140km）の場合，𝑊 =	𝐿 2	 の条件を満たすものとし一律 70kmとした．また，
すべり量 Dについても式(22)を用いて算出した一律 23.0 ｍとし，断層長のみ規
模を変化させるため 140，280，420，560，700kmの 5種類を設定する．また，
断層長 700km以外は北端寄りから南端寄りに位置を変化させて設置した場合に
ついても検討する．断層の配置および条件については図 4-3(a)〜(e)および表 4-
1に示す． 
	 プレート境界の低角逆断層を想定し，傾斜角δを 25 度，すべり角λは 90 度
とし，計算領域の西端にプレート境界があると仮定して走向角θは 0度とした．
また断層上端の深さ Hs は 5km とする．また，地盤変位量は Mansinha and 
Smylie(1971)の方法を用いて算出する．図 4-4 (a)〜(e)にてその地盤変位量およ
び領域内における変位量の最大値最小値を示す． 
	 また，図 4-3(f)および(g)に示すように，本研究では規模や断層の位置だけで
なく，断層長 Lや断層幅Wによる影響を調べるため，断層長 L を 280kmに固
定し断層幅Wを変化させたケース(図 4-3(f))と，断層幅Wを 105kmに固定し，
断層長 Lを変化させたケース(図 4-3(g))を実施している．また，すべり量 Dに
よる変化を調べるため，図 4-3（b）で示したMw9.0_bの断層（中央）において，
すべり量 D が 23m，15m，10m と変化させたケースを実施した．図 4-4 (f)〜
(h)にてその地盤変位量および領域内における変位量の最大値最小値を示す． 
	 なお，Mw 8.7以下の規模については，予備実験の結果発生した津波によって
陸域の測定点において有意な堆積物（1cm 以上）が得られなかったため，本研

究においては検討しないものとする． 
	 表 4-2 には，本研究における断層の規模に対する地震モーメント，断層長お
よび断層幅，さらに各条件のケース数を示す． 
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(a) Mw 9.1  

Mw Mo S (m2) L (m)

9.1 5.62	×	10)) 2.17	×	10+ 750

9.0 3.98	×	10)) 1.73	×	10+ 650

8.8 1.99	×	10)) 1.09	×	10+ 550

8.6 1.00	×	10)) 6.78	×	10/ 450

8.4 5.01	×	10)0 4.33	×	10/ 300
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表 4−1	 各地震規模における地震モーメント，断層総面積および断層長 
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(b) Mw9.0 

 
(c) Mw8.9 
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(d) Mw8.8 

 
(e) Mw8.7 
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(f)断層幅W変化 

 
(g) 断層長 L変化 
図 4-3	 断層配置図 
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(a) Mw 8.7 

Mw8.7_a
Max : 11.01 m
Min : -2.24 m

Mw8.7_e
Max : 11.01 m
Min : -2.24 m

Mw8.7_d
Max : 11.01 m
Min : -2.24 m

Mw8.7_c
Max : 11.01 m
Min : -2.24 m

Mw8.7_b
Max : 11.01 m
Min : -2.24 m
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(b) Mw 8.8 

Mw8.8_a
Max : 10.81 m
Min : -2.55 m

Mw8.8_b
Max : 10.81 m
Min : -2.55 m

Mw8.8_c
Max : 10.81 m
Min : -2.55 m

Mw8.8_d
Max : 10.81 m
Min : -2.55 m

Mw8.8_e
Max : 10.81 m
Min : -2.55 m
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(c) Mw 8.9 

 

Mw8.9_a
Max : 10.74 m
Min : -2.69 m

Mw8.9_b
Max : 10.74 m
Min : -2.69 m

Mw8.9_c
Max : 10.74 m
Min : -2.69 m
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(d) Mw9.0 

 
(e) Mw 9.1 

Mw9.0_a
Max : 10.96 m
Min : -2.84 m

Mw9.0_b
Max : 10.96 m
Min : -2.84 m

Mw9.0_c
Max : 10.96 m
Min : -2.84 m

Mw9.1
Max : 10.96 m
Min : -2.84 m
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(f) 断層幅W変化 

 

a  (W = 70 km)
Mw8.8
Max : 10.81 m
Min : -2.55 m

b (W = 105 km)
Mw8.9
Max : 11.19 m
Min : -2.38 m

c  (W = 140 km)
Mw9.0
Max : 11.42 m
Min : -2.25 m
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(g) 断層長 L変化 

a (L = 210 km)
Mw8.8
Max : 11.28 m
Min : -2.25 m

b  (L = 280 km)
Mw8.9
Max : 11.19 m
Min : -2.38 m

c  (L = 420 km)
Mw9.0
Max : 11.10 m
Min : -2.55 m

d (L = 560 km)
Mw9.1
Max : 11.05 m
Min : -2.66 m
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(h) すべり量 D変化 

図 4-4	 各断層規模における地盤変位量  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a (D = 23 km)
Mw9.0
Max : 10.71 m
Min : -2.78 m

b  (D = 15 km)
Mw8.9
Max : 6.98 m
Min : -1.81 m

c  (D = 10 km)
Mw8.7
Max : 4.66 m
Min : -1.21 m
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表 4-2	 本研究における断層の規模に対する地震モーメント， 
断層長および断層幅 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Mw Mo (N�m) L (m) W (m) Number of 
cases

9.1 5.64	×	10)) 700

70

1

9.0 4.51	×	10)) 560 3

8.9 3.38	×	10)) 420 3

8.8 2.25	×	10)) 280 5

8.7 1. 13×	10)) 140 5
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4.2.3	 大領域および小領域における地形条件の設定と計算条件 
	 本件研究における数値実験には，津波堆積物による津波外力推定の精度を調

べることを目的としているため，地形条件は模擬的な仮想地形とした．陸域では

勾配が急な場合と緩やかな場合の 2種類を設定した． 
	 大領域（海域）の断層部は水深 6050mとし，断層東端から計算領域東端にか
け勾配は，太平洋側の海溝付近の地形を参考に 1/40とした．計算領域東端の水
深は 50mとし，計算領域において十分な水深があるため，大領域は線形浅水方
程式を用いて計算をする．格子間隔は 5000m，計算間隔は CFL 条件より 10ｓ
とした．なお，計算時間は，第１波が発生し領域内において波の影響がなくなる

３時間（10800s）として実施する．  
	 小領域は海域と陸域から構成されており，陸域の地形は海岸付近に丘陵また

は山間地が近い地形および海岸から内陸まで比較的平坦な平野を想定し 3 種類
設定した．高知や静岡（焼津）や宮城（石巻）などを想定した 1/200, 宮城（気
仙沼）などを想定した 1/600,宮城（仙台平野）や神奈川（沼津）や静岡（浜松）
などを想定した 1/1000 の３種類とした．小領域の海域は陸域と同じ勾配だけ
でなく，その他の勾配と組み合わせて実施する．例えば，陸域が 1/200の場合，
海域は 1/200 だけでなく 1/600 および 1/1000 のケースも実施する．また，計
算領域全域を移動床とする．大領域に比べ小領域が十分小さいこと，また海域が

一様な勾配であることから，平行に波が侵入するものと仮定した．境界条件は，

小領域の西端(j=1)から水位データとして入力する．小領域の西端（海域）の水
深は，大領域と一致させ 50mとし，陸域は予備実験の結果各条件における最大
規模のMw 9.1の津波を発生させた場合の遡上先端位置までとする．格子間隔は
10m，計算間隔は CFL条件より 0.2ｓとした．なお，計算時間は，境界条件の再
現時間同様３時間とする．計算条件まとめたものを表 4-3に示す．さらに，構造
物の影響を調べるため，津波が来襲する陸域遡上斜面上に構造物を設置するケ

ースを実施する．構造物の設置箇所は，どの勾配であっても汀線からの距離が等

距離となるように設置する．設置箇所は，内陸の構造物および山体斜面に津波が

反射することを想定し，汀線から 2250m地点とした．小領域における海域・陸
域の地形条件および計算領域は図 4−2 および表 4-4 に示す．表 4-4 中の Lseaお

よび Lland は，それぞれ小領域の海域の長さと陸域の長さを示す．W は構造物

(Wall)を設置したケースを示す．小領域は非線形浅水方程式 を用いて計算をす
る． 
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	 陸域の測定点は汀線からの距離で統一し，汀線および汀線から 500m，1000m，	
1500m, 2000m, 2500m, 3000mとする．各地点における水位および流速，堆積砂
量を出力する．また，各条件における津波の遡上先端位置の出力を行う．なお，

計算に使用する砂は，第 3 章において実験値と計算結果が良好であった中粒径
の砂を使用する． 
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表 4-3	 大領域および小領域の計算条件  

 
 
 

表 4-4	 小領域における海域・陸域の地形条件および計算領域 
（W：構造物を設置したケース） 

 
 
 

Calculation condition Large area (sea) Small area (sea and land)

Number of grids 200	×	100 20	×	('()*+	',*-.	)
Grid interval (m) 5000 10

Time interval (s) 10 0.2

Calculation steps 1080 54000
Actual simulation time (s) 10800 10800
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4.2.4  模擬津波による津波堆積物形成のための数値実験の結果 
（１）大領域における模擬津波の規模と波高の関係 
	 図 4-5に示すのは，大領域（海域）におけるMw 9.1の津波による水位変動を
時間ごとの分布図である．図中の●印が観測点であり，この地点の水位データを

小領域の境界条件として使用する．Mw 9.1およびMw 9.0〜Mw 8.7における出
力された水位結果は図 4-6(a)〜(e)に示す．これらの結果より，大領域において
地盤変動に伴い津波が発生し陸域側に向かって進行し反射する様子が確認でき

る．境界条件は，自由透過のためその後は領域外に出て行く．しかし，分布図お

よび水位データより，再現時間3時間経過しても水位が平常時の状態（水位0m）
に戻らないことが明らかになった．表 4-5 に計算領域にて各時間における水位
変化を正負に分割し，体積変換したものを対比した結果を示す．合わせて平均の

水位変動量も示す．表に示す通り，第一波が計算領域内から外へ流出する 5400
ｓまでは正負の変化が見られるが，領域外に流出後は安定することが確認でき

る．これは再現時間を24時間に延長しても継続して発生することも確認できた．
検証の結果，津波の規模が小さくなるほど，再現時間終了時の水位の変位量が小

さくなっていることが明らかになった．その結果を表 4-6 に示す．このことか
ら今回実施している大領域に対して断層による変位量および変動領域が大きい

こと，また領域の縁と断層との距離の関係により生じたものであることが原因

と考えられる．なお，この計算終了時の水位の変位量は，どれも 0.05m 以下と
小さく，小領域において重要となる土砂移動に影響を及ぼさない水位であるこ

とが確認できたため，本研究では補正は実施しないものとする． 
	 地震の規模による津波波形の違いおよび波源の位置における津波波形の違い

は図 4−6 に示したとおりで，各観測点は大領域の東端中央で観測している．結
果，Mw 9.1およびMw 9.0，Mw 8.9_b（中央）の規模がほぼ同じ規模の波が到
達することが明らかになった．中でも最大値の比較より，Mw 9.1 よりも Mw 
8.9_b（中央）で発生した断層が一番高い波高を観測することが明らかになった．
それ以下の規模（Mw 8.8およびMw 8.7）でも，Mw 8.7_cがMw 8.8_aおよび
eの波高を上回ることが確認できた．このことから津波の波高は，断層の大きさ
や規模だけでなく，位置にも大きな影響を受けることが明らかになった．また，

Mw 9.0_aおよび c，Mw 8.9_a および c, Mw 8.8_aおよび e ，Mw 8.8_bおよび
d, Mw 8.7_aおよび e， Mw 8.7_bおよび d のように観測点から，等距離かつ大
領域中央から対照の位置にある断層より発生した津波の波高は規模が同じであ
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ることも確認できた． 
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図 4-5	 大領域におけるMw9.1の水位分布図 

（図中星印の地点にて水位を観測） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10800s9000s
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(a) Mw 9.1 

 
(b) Mw 9.0 

 
(c) Mw 8.9 
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(d) Mw 8.8 

 
(e) Mw 8.7 

図 4-6	 各規模における観測点で観測された水位データ 
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表 4−5	 Mw9.1の各計算時間における正負の体積分布と水位の平均値 

 
 
 

 
表 4−6	 各津波の規模における計算終了時の収束水位 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

Time (s) 1800 3600 5400 7200 9000 10800

Time steps 180 360 540 720 900 1080

Upheaval
(km3) 114970.96 103448.74 36729.17 10629.04 6619.83 3336.97

Subsidence
(km3) -81460.65 -128155.75 -47807.75 -26285.89 -25578.13 -24171.24
Total
(km3) 33510.31 -24707.01 -11078.57 -15656.84 -18958.30 -20834.27 

Averaged
Water level(m) 0.07 -0.05 -0.02 -0.03 -0.04 -0.04 

Mw Water level at end of
calculation (m)

9.1 -0.05

9.0 -0.04

8.9 -0.03

8.8 -0.02

8.7 -0.01
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（２）小領域における水位および流速 
	 図 4-7(a)および図 4-8(a)は，それぞれ Mw 9.1 の津波による汀線付近の水位
および流速の結果である．グラフはそれぞれ 1/200, 1/600, 1/1000 の勾配にお
ける結果を比較している．比較的急勾配の 1/200 では，震源と汀線が近く，津
波が海域を伝播する距離が短いため，津波の規模も減衰することなく汀線に到

達していることが確認できる．一方，緩勾配 1/1000 では震源から汀線までの距
離が遠く，津波が伝搬する距離が長いため，津波の規模も減衰して汀線に到達し

ていることが確認できる．また，１波目が到達してから収束するまでの時間が緩

勾配であるほど長くなることが明らかになった．この傾向はどの規模の津波に

おいても確認できた．流速においても急勾配ほど負の流速が高い値を示すこと

が確認できた．これは，勾配の影響により強い戻り流れが生じているためと考え

られる．緩勾配は波長も長く水位も小さいため，強い戻り流れが発達しないこと

考えられる．急勾配のケースにおいて 1波目が収束後，2波目 3波目と波が発生
した．この現象は急勾配であるほど，津波の規模が大きいほど発生し，徐々に減

衰することも確認できた．これは，入力した津波の水位において正の成分が負の

成分にくらべ非常に大きいことが原因で発生していると考えられ，ケースによ

っては 2 波目以降が堆積物に影響をおよぼす可能性があるが，本研究では 1 波
目の遡上先端到達時または収束時における堆積物を対象とするため，2波目以降
の影響は無いものとする．また，同図の（b）はMw 9.1，(c)はMw 8.7の津波
による 1/200 勾配の領域内各地点における第 1 波の水位および流速を示してい
る．汀線（10000m：図中水色）から先端にかけ減衰していく様子が確認できる
が，規模が小さいほど水位および流速，波長が小さいことが確認できた．また，

図 4-8の（b）Mw 9.1と(c)Mw 8.7の流速の結果からも，規模が小さいと戻り流
れの規模が小さくなることが確認できる． 
	 図 4-9 に小領域の海域および陸域ともに 1/200 の場合で，各規模による波の
到達位置（汀線からの水平距離）を示したものである．4.2.4(1)で示したとおり，
水位の変化は，規模や断層の大きさだけではなく波源の位置の影響を受けてい

ることが確認できている．海域陸域ともに1/200の勾配で計算を実施した結果，
大領域において波高が一番高いMw 8.8_cの津波が，波の到達距離で最大値を示
した．この傾向は他の勾配においても同様の傾向が確認できた．これらの原因と

して，図 4-4 にあげた，断層の変位量と観測点との位置関係が影響していると
考えられる．本研究における模擬断層は断層幅とすべり量を固定し，位置と断層
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長で規模を変化させている．この際，大領域の海底変位で生じる変位量の最大値

および最小値を比較すると，Mw 9.1よりもMw 9.0およびMw 8.8の（c：中央）
が上回るということが確認できる．よってこの現象は，本研究における断層の条

件によって生じたものであると考えられ，この違いと断層位置によって観測す

る水位に影響したと考えられる．このことから浸水域においても，規模や断層の

大きさだけでなく，波源の位置に影響を受けることが明らかになった．それぞれ

の条件における波の到達距離を表 4-7に示す． 
	 本研究では，陸域に構造物は設置した条件での計算を実施している．構造物の

設置箇所は，どの地形条件においても汀線から 2250m地点と設定している．構
造物が設置されないケースで汀線から 2250mに達していないケースは表 4-7中
の（—）で示した．1/200の勾配に構造物が設置された場合の水位および流速は，
それぞれ図 4-7(d)および図 4-8(d)に示す．また図 4-7(e)および図 4-8 (e)は，構
造物に１波目が反射し収束する箇所を拡大したものである．構造物に反射する

ため，急激な水位の上昇および流速の変化が確認できた． 
	 図 4-9 に 1/200 における断層の規模に対する断層の位置と波の到達距離を示
す．これらの結果からも，規模だけでなく断層の位置の影響を受け，到達距離が

変化し．小領域全体における波の到達距離が増減することが確認できる．また，

小領域において海域と陸域の勾配が異なる場合について実施した結果，表 4-7に
おける海域が急勾配で陸域が緩勾配の組み合わせが海域勾配 1/200，陸域勾配
1/1000の場合（表中の 1/200 : 1/1000で表示）において波の到達距離が最も拡
大することが確認できた．逆に海域が緩勾配の組み合わせでは小さくなること

が明らかになった．これは緩勾配の場合，津波が比較的浅い海域を進行する距離

が長いことから生じていると考えられる．また，陸域が急勾配になるケースに置

いても波の到達距離が小さいことが確認できた． 
 
 
 
 
 
 
 



 

 120 

 
(a) Mw 9.1（汀線） 

 
(b)  Mw 9.1（1/200, 各測定点）拡大 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

0                 2000             4000             6000              8000              10000   

10

8

6

4

2

0

Time (s)

W
at

er
 le

ve
l (

m
)

1/200
1/600
1/1000

2000        2400          2800            3200            3600            4000          4400

10

8

6

4

2

0

Time (s)

W
at

er
 le

ve
l (

m
) SL

500
1000
1500

2000
2500

Measurement	point
(from	shoreline	 :	m)

3000



 

 121 

 
(c) Mw 8.7（1/200, 各測定点）拡大 

 
(d) Mw 9.1（構造物あり，各測定点） 

 

(e) Mw 9.1（構造物あり，各測定点）拡大 
図 4-7	 各勾配および構造物設置による各地点の水位 
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(a) Mw 9.1 

 
(b)  Mw 9.1（1/200, 各測定点）拡大 

 
(c)  Mw 8.7（1/200, 各測定点）拡大 
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(d) Mw 9.1（構造物あり，各測定点） 

 

 
(e) Mw 9.1（構造物あり，各測定点）拡大 

図 4-8	 各勾配および構造物設置による各地点の流速 
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図 4-9	 1/200における波の到達距離 

 
表 4-7	 各条件における波の到達距離（m） 
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（３）勾配や規模の影響による遡上斜面の堆積物の分布 
	 津波の遡上に伴い陸域側に堆積物が形成されることが確認できた．図 4-10は
遡上先端到達時のMw 9.1における堆積砂量を示す．なお，堆積物の結果はすべ
て移動平均によって補正を行っている．遡上先端にかけてくさび形の堆積相を

示し，勾配が急であるほどその角度も鈍角となることが確認できた．これは図 4-
7(a)の流速の結果でも示している通り，急勾配のケースは斜面上で急激に速度が
減少すること，汀線付近の 1 波目到達の流速も急勾配が非常に高い値を示すこ
とからも，緩勾配の津波比べ多くの土砂を輸送し，堆積したと考えられる．中腹

から海側は戻り流れの影響を受け，堆積した土砂が流出し始めているため，減少

していることが確認できた．急勾配であれば戻り流れも卓越することから緩勾

配に比べ汀線付近への減少率は急勾配ほど大きくなる堆積相を示すことが明ら

かになった． 
	 図 4-11は，同じ勾配 1/200において異なる規模の津波によって形成された堆
積砂量を示す．汀線における波高が近いMw 9.1からMw8.8の津波では，到達
距離が変わらないことが明らかになった．これらの結果から，到達位置は汀線に

おける水位および流速に依存し，くさび形の堆積相を示す先端の減少率は勾配

に影響されることが明らかになった．また，戻り流れの影響を大きく受ける領域

と先端にかけてくさび形の堆積相を示す転換点は，汀線付近の波高が小さいほ

どまた地形が緩勾配であるほど汀線よりに形成されることが明らかになった． 
	 また，戻り流れを考慮し，1 波目が収束後した場合における堆積砂量を Mw 
9.1_RFとし，遡上のみの場合をMw 9.1_nonRFとして比較した結果が図 4-12(a)
である．中腹の転換点は変化せず，汀線側にかけて全体的に土砂が流出し堆積砂

量が減少することが明らかになった．これは，遡上のみを考慮しているため，先

端付近は戻り流れが発生あるいは発達していなかったためと考えられ，本研究

第 2 章で実施した水理実験の遮水壁を用いたケースでもこのような現象が確認
できている．戻り流れが発達するにつれ，転換点から遡上先端付近は大きく変化

しないが，汀線付近から転換点にかけ戻り流れによって徐々に堆積物が減少し

ていくことが確認できた．図 4-12(b)は，Mw 8.7_RF とし，遡上のみの場合を
Mw 8.7_nonRFにおける堆積砂量を比較した結果である．Mw 9.1同様中腹の転
換点は変化せず，汀線側にかけて全体的に土砂が流出し堆積砂量が減少してい

ることが確認できた．その減少率は，Mw 9.1よりも低いことからも規模に伴い
戻り流れが小さいことが影響していると考えられる．よって，戻り流れが発生す
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る場合と発生しない場合を比較した場合，規模の大きいケースにおいては戻り

流れの発達に伴い，中腹の転換点から汀線にかけて多くの土砂が持ち去られる

違いが見られたが，転換点の位置および先端付近の堆積砂量については変化し

ないことが確認できた．このことから，第 3 章の結果よりモデルにおける先端
付近の再現性の課題は残るが，転換点の位置および遡上先端付近の堆積砂量は，

津波の規模推定に大きな手がかりとなる要素であると考えられる． 
	 陸域に構造物を設置し，遡上してきた波を強制反射させ 1 波目が収束した場
合の堆積砂量の結果を図 4-13 に示す．Mw 9.1 のケースではどの勾配条件にお
いても壁に到達し，反射している．しかし，表 4–7 で示すように規模が小さい
ケースでは到達しない，または到達しても構造物がないケースの到達地点と構

造物設置箇所までの距離に差が少ない場合もある．図 4−13 に示す結果から，
1/200は構造物の付近で堆積砂量が増加しているが，1/600, 1/1000の構造物付
近においてはほとんど変化しておらず，構造物なしのケース同様のくさび型の

堆積相を示すことが確認できた．しかし，汀線付近において発生する戻りながれ

による侵食が穏やかになること，また転換点が不明瞭になりやや遡上先端付近

に移行し減少率が小さくなるなど，全体的に堆積砂量の変化量が少なくなる傾

向が確認できた．これは，緩勾配ほどその影響が小さいことからも構造物により

水位の上昇および流速の停滞が影響していると考えられる．1/200においても，
増加減少を繰り返しており，明瞭なくさび型の堆積相および転換点が確認でき

なかった．これも，図 4-7（d）(e)および図 4-8（d）(e）で示すように水位の上
昇，流速の低下及び停滞によって生じるものであり，2章の水理実験でも同様の
現象は確認されている． 
	 図 4-14は，Mw 8.7における各勾配による堆積砂量を示す．Mw 9.1のケース
と比べて津波の規模が小さいため，1/600, 1/1000と同様 1/200の勾配において
も，先端を除いて堆積砂量や転換点など図 4-12(b)で示した値に近い堆積相を示
した．  
	 また，同じ 1/200 の勾配で異なる規模の津波が構造物に反射する場合の堆積
砂量を図 4-15 に示す．この結果から構造物周辺は規模によってそれぞれ異なる
堆積相を示すことが見られた．しかし，汀線から中腹にかけてはどの規模も堆積

砂量が変わらないことが確認できた．このことから，戻り流れがある場合は，遡

上先端付近のみが津波の規模による影響をうけており，かつ構造物に反射する

時点での水位および流速がある程度大きい場合につき判別がつくことが明らか
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になった．今回検討したケースでは少なくとも，1/200の勾配においてかつ各規
模で最大の波高の津波であった場合，Mw 8.8以上の規模においてその影響が確
認されており，堆積物から勾配や構造物の位置関係より規模の大小の違いを明

らかにするためには重要である． 
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図 4-10 異なる勾配におけるMw 9.1津波による堆積物の分布 

 

 
図 4-11  1/200における異なる規模の津波による堆積物の分布 
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(a) Mw 9.1 

 
 

 
(b) Mw 8.7 

図 4-12  1/200におけるMw 9.1およびMw 8.7津波の戻り流れ有無による堆
積砂物の分布 
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図 4-13  Mw 9.1構造物ありのケースにおいて 1波目収束時の堆積物比較 

 
 

 
図 4-14  Mw 8.7構造物ありのケースにおいて 1波目収束時の堆積物比較 
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図 4-15  勾配 1/200構造物ありの条件による異なる規模の津波による 
堆積物の分布 
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（４）断層の位置の影響による遡上斜面の堆積物の分布		

	 本研究では，4.2.2で示したようにMw9.0からMw8.7において断層の位置が
異なるケースを実施している図 4-6 の大領域における水位の変位量や図 4-9 の
斜面上の波の到達地点は，大領域における観測点(●印)に対して対照の位置に存
在する断層では変化が見られないことが確認できている．一方，同規模でも対照

の位置にはない断層を比較すると，水位や到達位置が大きく異なる事も確認で

きている．そこで同規模で大領域における観測点の対照の位置にない断層によ

る堆積物の分布について検討する． 
	 図 4-16(a)から(e)に，同規模で大領域における観測点の対照の位置にない断
層を含む Mw9.0 から Mw8.7 について，1/200 の勾配で 1 波収束後における堆
積物の結果を断層ごとに示す．対照の位置に存在する断層による堆積物の結果

も一致することが改めて確認できた．対照の位置にない場合の比較より，同規模

でも到達距離および堆積砂量だけでなく，転換点などの堆積相も大きく異なる

ことが確認できた．堆積物の採取地点から断層までの距離が近いほど到達地点

だけでなく，転換点が陸奥に移行していくことから，（3）の結果と合わせても，
堆積砂量などだけでなく転換点の位置関係が断層の位置の区別に有効であると

考えられる．しかしながら， 4.2.2で上述した通り対照の位置の堆積物は一致し
ており，これは今回も模擬津波の断層面が一様に変位しており，時間発展的に破

壊していく状況などを考慮していないことから，単純な位置における影響しか

考慮できていないためである． 
	 今回の検討で比較的大きな規模で遠くの断層による堆積物と比較的小さい規

模で近い距離における堆積物の結果は，堆積砂相の違いからも明瞭な区別がつ

くことが確認できた． 
	 図 4—17 に各条件における規模と転換点の関係を示した．(a)は各勾配および
断層の位置や規模における転換点の位置との関係を示したものである．これま

での結果より，規模が大きくなるにしたがい，転換点の変化は少ないことが確認

できているが，勾配ごとに比較すると，急勾配の 1/200 ほど各規模の拡大に対
する転換点の変化量が大きいことが確認できた．緩勾配の変化量は規模の拡大

に伴い増加するが，その変化量は小さいことが明らかになった．(b)は各条件と
規模において，縦軸に波の到達距離と転換点（CP）を百分率で表したものであ
る．転換点および波の到達距離と規模との関係から勾配において分布が偏るこ

とが確認できた．1/200 では緩勾配とくらべて，比較的 40〜60％と高い位置を
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示し，緩勾配の 1/600および 1/1000はそれぞれ 20％および 10％程度というこ
とが確認できた．このことからも，転換点が波の到達距離を明らかにする重要な

手掛かりである可能性が高いと考えられる． 
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(d) Mw 8.7 

 
図 4-16 各規模の断層位置における堆積砂量の比較 
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(a)各勾配による転換点の距離と規模の比較 

 

 
(b)各勾配による到達距離と転換点の位置の百分率と規模の比較 

図 4-17	 各条件における規模と転換点の関係 
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（５）断層長，断層幅およびすべり量の影響による遡上斜面上の堆積砂物分布 
	 断層の位置においては規模が大きく観測点から比較的近い地点および等距離

に位置する場合，区別が難しいことが確認できた．そこで，本研究では，断層

長 Lおよび断層幅Wの変化，またすべり量 Dなどのパラメータに，堆積物が
影響を受けるか検討した． 
	 図 4—18(a)に断層長 L＝280km固定，断層幅Wのみ変化する場合の堆積砂分
布，同図(b)に断層長W＝105km固定，断層幅 Lのみ変化する場合の堆積砂分
布，同図(c)に断層長および断層幅固定，すべり量 Dが変化する場合の堆積砂
分布の結果を示す．これまでの結果から，Mw8.8以上では堆積砂量や転換点か
ら規模の推定が困難であることが明らかになったが，(a)(b)の結果より，その
原因として断層幅Wによる影響は受けるが，断層幅 Lはある大きさを超える
と堆積砂量には影響が出ないことが確認できた．これは，転換点および，砂量

が特定され規模がMw8.8以上の場合，断層長 Lの最小値を推定が可能である
ことを示す． 
	 断層のすべり量の変化においては，すべり量の変化に伴い規模が小さくなる

ことから，堆積砂量も減少し，転換点および波の到達距離も変化することが確

認できた． 
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(a)断層長 L＝280km固定，断層幅Wのみ変化する場合の堆積砂分布 

 
 

 
(b)断層幅W＝105km固定，断層長 Lのみ変化する場合の堆積砂分布 
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(c)断層長および断層幅固定，すべり量 Dが変化する場合の堆積砂分布 

図 4—18	 各条件の変化における堆積砂量の分布 
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（６）海域および陸域の勾配および構造物による影響と各観測点の堆積物分布 
	 これまでの検討で，勾配が緩やかなケースの場合は，海域も勾配が緩やかなた

め断層から汀線までの距離も必然的に長くなることから，水位および流速の低

下が生じ，遡上距離および堆積砂量の減少に繋がることが明らかになった．ま

た，勾配が急なケースの場合は，断層から汀線までの距離が短く，伝搬中の減衰

量が小さい状態で汀線に到達するため，多くの堆積物の移動が確認できた．しか

し，陸域も急勾配のため遡上距離が短くなる．実際の海域および陸域の勾配は地

域によって異なり，それらの勾配も一様とは限らない．また，実際の堆積物調査

では，全体の堆積相を確認することは難しく，調査地各地点における砂量により

判断しなければならない．そこで，本研究では小領域における海域と陸域の勾配

が同じケース以外に海域と陸域の勾配を変化させたケースを実施し，これまで

のケースに加え，遡上斜面上の測定点において各条件の堆積砂量を図 4-19(a)〜
(e)に示した．また，各地点の上段，中段，下段は陸域の勾配によって分けられ
ており，それぞれ陸域の勾配が 1/200, 1/600, 1/1000 の場合についてまとめて
示す．  
	 全体的に，汀線から遠くなるにつれて海域陸域勾配共に 1/200 一様の堆積砂
量において高い値が確認できた．また，同図（d）の汀線から 2250m付近は，構
造物設置位置付近のため，海域陸域勾配共に 1/200 一様の堆積砂量において高
い値を示した．しかしながら，汀線に近い同図(a)500m ではケース間の明瞭な

違いは見られなかった．規模または勾配や構造物などの条件の違いは，汀線から

距離を奥ごとに増加および減少などによって変化が見られた．特に，海域が

1/200で，海域が 1/600または 1/1000のような，海域が急勾配かつ陸域で緩勾
配の組み合わせは（図中 1/200 : 1/600や 1/200 : 1/1000で表記），同じ勾配の
各地点の堆積砂量を比較した場合でも高い値を示した．これは，表 4-7 でも示
す通り波の到達距離が大きくなることが確認されており，急勾配の海域を伝搬

し水位および流速が大きい波が緩勾配の陸域に上陸することで，より陸奥に多

くの堆積物をもたらしたためである．このことからも，堆積物の有無の調査であ

れば汀線付近でも確認できるが，規模の推定を行うためには汀線からより陸奥

側の堆積物の情報が重要となる結果となった． 
	 一様な勾配で汀線に近い地点(同図(a)の 500m 地点など)では，ケース間の変
化が少ないだけでなく，今回の検討で最も汀線付近の水位が高いMw8.9のケー
スにおいて低い値を示すなど，規模の推定には非常に厳しい環境であることが
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確認できた．これは，汀線付近が遡上だけでなく，戻り流れの影響も大きく受け

る地点であることが原因であり，戻り流れの有無が未知の場合は，汀線付近を避

ける必要がある．また，規模の推定に有力な転換点を抽出するためには，陸奥に

向かって複数地点における試料の採取が必要となり，堆積物の増加減少の推移

を見極めが必要となる． 
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(a) 汀線から 500m地点 
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(b) 汀線から 1000m地点 
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(c) 汀線から 1500m地点 
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(d) 汀線から 2000m地点 
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(e)  汀線から 2250m地点 
図 4-19 各条件における遡上斜面測定点における堆積物比較 
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4.3 津波堆積物より波源を推定するための課題と展望 
 
4.3.1 津波堆積物より波源を推定する手法の提案 
	 津波堆積物は，これまで沿岸域で多くの堆積物調査が実施されているが，その

調査地選定および規模の推定は非常に困難である．本研究において，目的として

いる津波堆積物より波源推定する技術の開発には，堆積物から津波の外力を推

定するための情報を抽出する必要がある．本研究ではこれまでの採取試料から

どのようにして，またどのような外力に繋がる情報が得られるかについて検討

する．  
	 堆積物分布データを用いて外力推定する手法の流れ図を，図 4—20に示す．ま
ず，汀線から陸奥に向かい採取した堆積物試料の砂層の層厚 X1, X2, X3,…（m）
とする．これを各調査地における勾配などの地形条件 T1, T2, T3,…および汀線か
らの距離 Y1, Y2, Y3,…（m）における堆積砂の分布図における Xa, Xb, Xc,…と比
較し，一致する場合は転換点を推定し，比較的堆積砂量が一定となるMw8.9以
上かを判定する．汀線からの距離については，年代によって汀線が変化する可能

性があるため，不一致が続く場合は，地形条件との関係で絞り込みを行う． 
	 Mw8.9以下の場合は堆積砂量より断層幅 Lの最大値または断層までの距離を
推定を行う．Mw8.9 以上の場合は地形条件として後背部に構造物（崖など）の
有無により構造物がある場合は，規模や位置に応じて特徴的な堆積砂量と堆積

砂相を示すことから，規模や断層までの距離を推定が可能である．また，規模か

らおおよその断層面積の推定が可能な場合もあるため，より外力の推定の可能

性が高い．しかし．Mw8.9 以上かつ崖などの地形的制限がない場合は，堆積砂
量の変化が少ないことから，断層長 L の最小値などの推定を実施する．この場
合，詳細な断層の外力推定を実施するためには，別の調査地における堆積物調査

が必要となる．  
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図 4-20	 堆積物の分布データを用いて津波堆積物より 

外力を推定する手法の流れ 
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4.3.2 波源推定のための課題および展望 
	 4.3.1で示すような，堆積物から津波の外力を推定する手法を実施するために
は，現在の模擬的な地形ではなく実地形における複雑な地形におけるデータが

必要とされる．また，4.2 で上述した通り，本研究では検討していない断層の不
均一性の考慮と，現在提案されている断層モデルよりもより複雑な断層につい

ても検討する必要があり，より精度の高い外力推定を可能とするためには，かな

りのデータ量が必要となる． 
	 数値実験の結果より，各規模によって転換点の変化や堆積物の分布に特徴が

確認できており，地形条件が構造物などの影響の有無によりある程度の規模や

断層までの距離および面積などの推定に繋がる要素があることを示した．特に

沿岸から堆積物の分布を確認する上で，先端を形成する堆積物の増加減少の転

換点を明らかにすることが，外力推定に有効である可能性が高い．転換点と波の

到達地点との関係性が地形と大きく影響しあっていることからも，どこまで分

布する可能性があるかなどの推定は可能であり，試料の数を増やすことがより

詳細な推定に繋がることも示した．しかし，今回の数値実験より堆積物を活用す

る上で，ある一定の規模を超えると，構造物や地形的影響を受けやすい地域であ

れば規模が異なっても堆積砂量に大きな差が得られない可能性があるため，堆

積物より規模の推定を行うに当たって使用するデータとしては，扱いには留意

が必要である． 
	 海域と陸域と勾配が大きく異なるような地域では陸域に形成される堆積砂量

や波の到達距離が変化するため，堆積物を採取した地域の土地条件だけでなく，

海域の条件についても考慮しなければならない．さらに，推定に重要とされる過

去の汀線の位置など不確定な要素についての扱いなど検討する必要がある． 
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4.4	 結言 
 
	 模擬地形および模擬津波による堆積物形成の数値実験を実施した．大領域に

おける断層は規模だけでなく配置を変え，さまざまな波源における堆積物の影

響を考慮した．その結果模擬津波では規模だけでなく，断層の位置により発生す

る波の波高が影響されることが確認できた．また，断層長はある一定の規模を超

えると堆積物変化量が一定となるが，断層幅やすべり量は堆積砂量や転換点を

変化させることが確認できた．堆積物を形成させる小領域においては，将来的に

実地形での適用も考慮し，海域および陸域の勾配や構造物の設置などの土地条

件においても実施し，堆積物と外力との関係について検討をした．その結果，規

模により，堆積物の増加減少の転換点が異なることを明らかにした．また，これ

は戻り流れによっても影響を受けないため，規模の推定には重要な要素である

ことが確認できた．また構造物による影響は，構造物に対しある程度の流速およ

び波高がある状態であるかが堆積相に影響を及ぼすことが確認された．さらに

津波が構造物に反射する場合，汀線付近の堆積物にほとんど差が見られないこ

とからも，堆積物採取の調査地を選定する上では津波を反射しうる地形など位

置関係に留意する必要があることを示した． 
	 堆積物を用いた外力推定には多くのデータや不確定要素の扱いなど課題は残

るが，堆積物砂量や調査地の条件から外力推定に繋がる手法について提案を行

った．また，その手法に使用する堆積物の分布データは，新規の調査地選定にも

活用が可能性であることを示唆した． 
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5. 結論 
 
	 本研究の目的は，津波堆積物を用いた波源推定モデルの開発につなげるため，

（1）砂の粒径や外力を変化させた水理実験から津波堆積物形成メカニズムのあ
きらかにすること，（2）（1）の水理実験データを用いて土砂移動モデルの課題を
抽出すること，（3）津波堆積物を用いた津波波源推定の可能性を検討の 3 つを
挙げて検討してきた． 
	 2章では，津波堆積物の形成メカニズムを明らかにするために粒径や外力を変
化させた水理実験を実施した．本実験より，粒径および外力がそれぞれ条件下に

おいて，遡上する陸域側の堆積物にどのように影響を及ぼすかが明らかになっ

た．単一砂と混合砂を用いた実験では，単一砂および混合砂の粒径や混合比を変

化させても，堆積砂量はほとんど影響を受けず，波の外力に依存した堆積砂量を

示すことが明らかになった．しかし，遡上先端付近においては粒径による輸送力

の違いから減少する割合や含有率が変化することが確認できた．混合砂におい

ては，戻り流れを考慮しない場合，汀線付近において混合砂の混合比と各粒径の

分布比が一致することが明らかになった．これは，現在の堆積物分析の課題の一

つである当時の堆積物の供給源となる砂の初期条件を解明する手がかりとして

も非常に重要な結果を得ることができた．複数波を発生させることで砂の供給

源が変化するため，堆積砂の到達距離と遡上先端付近の堆積砂量の顕著な増加

が確認できた．しかし，汀線付近の堆積砂量は粒径に関係なく，同規模・減衰す

る波ともに堆積砂量は，最後に到達した波に依存することが確認できた．  
	 さらに，今回の実験において陸域の条件によっては，大規模な波を発生させて

も，戻り流れが堆積砂を持ち去り，堆積物が形成されないことが確認できた．し

かし，周期を短くした場合や遮水壁により強制反射させた場合は堆積物が斜面

上に形成されることから，堆積物の形成において重要な因子として，これまでの

津波の規模だけでなく周期や構造物のも含まれることを示した． 
	 3章では，1999および 2011モデルにおける数値実験では 2011モデルの方で
の再現性が高いことが明らかになった．単一粒径では，中粒径(U2)や細粒径
(U3)においては斜面中腹において高い再現性を示すことが確認できた．しかし
ながら，粗粒径(U1)の移動量においては斜面中腹における再現性が過小評価と
なり，土砂移動モデルの再現性には課題が残った．また，遡上先端付近における

波の到達距離および堆積砂量において過大評価となるなど課題が明らかになっ
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た．しかし，戻り流れを考慮した場合であれば現行モデルでも高い精度で再現が

可能であることが確認することができた．本章における検証において，現行モデ

ルは中腹付近を対象とした場合であれば，概ね再現性が確保できることを示し

た．今後の検討要因として，板倉・岸式による浮遊砂層および掃流砂層境界付近

における浮遊砂濃度の導入による課題解決策を提案した． 
	 4 章では，模擬地形および模擬津波による堆積物形成の数値実験を実施した．
大領域における断層は規模だけでなく配置を変え，波源における堆積物の影響

を考慮したケースを実施した．その結果模擬津波では規模だけでなく，断層の位

置が波の波高に影響をおよぼすことが確認できた．堆積物を形成させる小領域

においては，勾配や構造物の有無などを考慮し設定を行った．その結果規模によ

り堆積物の増加減少の転換点が異なることを明らかにした．また．これは戻り流

れによっても影響を受けないため，規模の推定には重要な要素であると可能性

が高いことを示した．また構造物による影響は，構造物に対し，ある程度の流速

および波高がある状態であるかが堆積相に影響を及ぼすことが確認された．今

回の数値実験から明らかになった堆積物と津波の規模や勾配などの条件との関

係は，今後の現地調査の調査値選定や堆積物の分析においても活用可能である

ことを示した．また，堆積物砂量や調査地の条件から外力推定に繋がる手法を提

案し，その手法に使用する堆積物の分布データは，新規の調査地選定にも活用が

可能性であることを示した． 
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